
地震対策-302

①鋼製防護壁

②鉄筋コンクリート防潮壁

地中連続壁基礎

鋼製防護壁

地中連続壁基礎

鉄筋コンクリート
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m
） Mw8.7 A-3 破壊伝播速度3.0km/s，破壊開始点⑥，立ち上り時間30秒  防潮堤前面  最大15.96m(37.3分)

15.96m（37.3分）

防潮堤前面の最高水位※1：T.P.＋17.1m

※1：最大水位上昇量（15.96m）に朔望平均満潮位（T.P.+0.61）及び地殻変動量（2011年東北地方太平洋沖地震に
伴う地殻変動量も含む）を考慮（0.31m，0.2m） ＊15.96＋0.61＋0.31＋0.2 ≒ 17.1 m

防潮堤前面の最高水位の時刻歴波形

防潮堤の構造イメージ

敷地区分 基準津波によ
る防潮堤前面
最高水位等
（参考）

①津波高さの
数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

（地盤沈下の有無，防
波堤の有無を考慮し，
最も高い値を選定）

②入力津波高さの策定

（①に潮位のばらつき
0.18m等を考慮）

防潮堤高さ

（②に対し余裕が
あることを確認）

敷地側面北側 T.P.＋11.7m T.P.＋15.2m T.P.＋15.4m T.P.＋18m

敷地前面東側 T.P.＋17.1m T.P.＋17.7m T.P.＋17.9m T.P.＋20m

敷地側面南側 T.P.＋15.4m T.P.＋16.6m T.P.＋16.8m T.P.＋18m

敷地区分毎の入力津波高さと防潮堤高さ

鋼管杭

鉄筋コンクリート

③鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

①鋼製
防護壁

②鉄筋コンクリート防潮壁

取水口

敷地前面東側
T.P.＋20m

敷地側面北側
T.P.＋18m

敷地側面南側
T.P.＋18m

防潮堤設置イメージ

③鋼管杭鉄筋
コンクリート防潮壁

③鋼管杭鉄筋
コンクリート防潮壁

放水口

○ 地上部から敷地への津波の流入を防止するため，敷地を取り囲む形で防潮堤を設置

７．防潮堤の構造 （1／8） （第１０回ＷＴで御説明）



地震対策-303

構造概要図（イメージ図）

平面図

Ａ－Ａ断面図

堤外側

堤内側

鋼製
防護壁

地中
連続壁
基礎

地中
連続壁
基礎 地中

連続壁
基礎

① 鋼製防護壁の構造

７．防潮堤の構造 （2／8）

○鋼製防護壁は，幅約81 m，高さ約17 m，奥行き
約5 m の鋼製の構造物であり，幅約50 m の
取水構造物を横断して設置する。

○鋼製防護壁は鉛直及び水平方向に配置された
鋼板で構成される鋼殻構造であり，施工性を考
慮して分割したブロックの集合体として全体を構
成する。

○基礎部は，南北両側に配置した地中連続壁基
礎にて構成され，津波荷重等を受ける鋼製防護
壁を支持する。

取水構造物



地震対策-304

ブロック分割イメージ

・下端標高T.P.+3.2mから天端標高T.P.+20.0mまでを
10層に分割し，頂版，外面鋼板，水平隔壁ならびに
鉛直隔壁で構成される。
・各層は下に示すブロックが複数結合されている。
・ブロック同士は，添接板と高力ボルトを用いた摩擦
接合により結合する。
・鋼製防護壁の拡幅部最下層にはアンカーボルトを
設置し，上部工からの荷重を地中連続壁基礎に伝
達する。
・添接板部には止水材（シール材）を施し，より安全性の高
い止水性を確保する。

ブロックのイメージ図

水平隔壁

鉛直隔壁（法線方向）

鉛直隔壁（法線直交方向）

外面鋼板

最下段

（T.P.+3.2m）

鋼製防護壁ブロック分割イメージ

最上段（T.P.+20.0m）

鋼製防護壁アンカー

頂板

堤外側

接合部

７．防潮堤の構造 （3／8）

① 鋼製防護壁の構造



地震対策-305

ジャッキを配置し１段目

の支間部ブロックを架設

する。

架設時には，１段目自重

によるたわみ量及び２段

目以降の構造系の変化を

考慮したたわみ量をあら

かじめ上げ越しする。

各層の架設完了後，支柱

部・支間部に予め設けた

ポイントの座標を計測す

る。

管理値から逸脱した場合

は，反力受け構を設置し

，ジャッキを用いて調整

し管理値以内に納める。

地中壁連続壁基礎上部に直接定着式アンカーボルトを

設置

１段目及び２段目の支柱部ブロックを設置

支柱部中詰め鉄筋コンクリートを施工

７．防潮堤の構造 （4／8）

① 鋼製防護壁の構造 施工ステップ図



地震対策-306

７．防潮堤の構造 （5／8）

② 鉄筋コンクリート防潮壁（取水口）

②鉄筋コンクリート防潮壁

取水口

防潮堤設置イメージ

放水口

防潮扉

下部構造
（フーチング，地中連続壁基礎）

上部構造
（鉄筋コンクリート防潮壁，
止水ジョイント部）

○ 鉄筋コンクリート製の地中連続壁基礎の上に鉄筋コンクリート製の防潮壁を構築する。

○ 防潮壁及び地中連続壁基礎はすべて鉄筋コンクリートで一体化した構造とする。

○ 防潮壁間には，地震時や津波時の変形量に追随し，津波の浸水を防止する止水ジョイントを設置する。

取水口北側エリアイメージ



地震対策-307

７．防潮堤の構造 （6／8）

② 鉄筋コンクリート防潮壁（放水口）

②鉄筋コンクリート防潮壁

取水口

防潮堤設置イメージ

放水口

止水ジョイント

防潮壁

放水路

地中連続壁
基礎

上部工

（放水路，防潮壁，

止水ジョイント部）

下部工

（基礎地盤，

地中連続壁基礎）

基礎地盤

防潮壁

放水路

地中連続壁基礎

放水路ゲート

開閉装置

○ 鉄筋コンクリート製の放水路及び地中連続壁基礎の上に鉄筋コンクリート製の防潮壁を構築する。

○ 防潮壁，放水路及び地中連続壁基礎はすべて鉄筋コンクリートで一体化した構造とする。

○ 防潮壁直下に構築する放水路はカルバート構造であり，敷地内への津波の浸水を防止するために，放水路ゲートを設置する。

○ 防潮壁間には，地震時や津波時の変形量に追随し，津波の浸水を防止する止水ジョイントを設置する。



地震対策-308

止水ジョイント部イメージ

止水ジョイント部

③ 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

約60m

約25m

：岩着支持杭

防潮堤基礎形式

：地中連続壁（岩着）

：岩着支持杭

約25m

○ 鋼管杭を地震・津波荷重に耐える構造躯体とし，杭管から津波の浸水を防止する観点で鉄筋コンクリートを被覆する上部
構造とする。

○ 支持形式については，岩盤に支持させる岩着支持杭形式とする。

○ 防潮壁間には，地震時や津波時の変形量に追随し，津波の浸水を防止する止水ジョイントを設置する。

７．防潮堤の構造 （7／8） （第１０回ＷＴで御説明）



地震対策-309

① 構造図（Φ2.0m区間） ② 構造図（Φ2.5m区間）

③ 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁
○鋼管杭の杭径は，地震・津波荷重に応じてΦ2.0m区間及びΦ2.5m区間として区分する。

７．防潮堤の構造 （8／8）

：Φ2.0m区間

鋼管杭の杭径

：地中連続壁（岩着）

：Φ2.5m区間

堤内

堤外

上部構造の配筋イメージ図

杭径Φ2.0m 杭径Φ2.5m

杭の間隔 2.3m 2.8m

防潮壁サイズ 11.5m×3.0m 14.0m×3.5m

防潮堤天端 T.P.+18.0m T.P.+20.0m

①

②



地震対策-310

○ アクセスルートの補強対策

不等沈下，浮き上がり，地中埋設構造物の損壊により段差が発生すると評価された箇所に対し，補強対策を実施する。

路盤補強等の実施箇所図

８．屋外アクセスルートの補強対策 （1／3）

タイプA：置換コンクリート （No.6 他）

タイプB：敷鉄板 （No.68 他）

タイプC：内空充填 (No.70 他)

タイプD：踏掛版 （No.118）



地震対策-311

８．屋外アクセスルートの補強対策 （2／3）

○ 補強対策の一覧



地震対策-312

○ 確実性を高めるための更なる対策

補強対策を実施する箇所以外は，地質状況から，液状化
及びゆすり込み沈下により地表面がほぼ一定に沈下するこ
とから，局所的な沈下は発生しにくいと考えられる。

しかし，確実な通行性を確保するために，対策不要と評価
された箇所についても，路盤補強材（高密度ポリエステル）
を敷設する。

路盤補強等の実施箇所図

８．屋外アクセスルートの補強対策 （3／3）



地震対策-313

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録とSs-D1の最大加速度値の比較

○2011年東北地方太平洋沖地震における地中地震計の観測記録の最大加速度と，Ｓｓ－Ｄ１による施設評価モデルの最大応答

加速度を比較し，地中における両者の最大加速度の増幅傾向は概ね整合的であることを確認した。

Ｓｓ－Ｄ１は周期特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答となることから代表して比較している。

なお，Ｓｓ－Ｄ１以外の基準地震動Ｓｓについても概ね同様の傾向を示している。

▼：地中地震計 ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＵＤ方向

▼E.L.-17m 

▼E.L.-192m

▼E.L.-370m
（解放基盤表面）

▽EL.-9.0m （基礎下端）
‐17.0 

‐192.0 

‐370.0

‐9.0

0 100 200 300 400 500

EL.(m)

加速度(cm/s2)
0 100 200 300 400 500

加速度(cm/s2)
0 100 200 300 400 500

加速度(cm/s2)

観測記録

Ss‐D1



地震対策-314

人工岩盤（厚さ約8m）

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録とSs-D1の最大加速度値の比較

○2011年東北地方太平洋沖地震における観測記録の最大加速度と，Ss-D１による施設評価モデルの最大応答加速度を比較し，

地中において観測記録の最大加速度の増幅は見られないがSs-D1による上下方向の最大応答加速度の増幅が見られたこと，

建屋において両者の最大加速度が同様の増幅傾向を示していることを確認した。

Ss-D１は，周期特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答となることから代表して比較している。

▼：地震計

基礎盤（厚さ5m）

▼

▼

▼

▼

▽E.L.-17m 

▽E.L.-192m

▽E.L.-370m
（解放基盤表面）

▼

▼

▼

※1 E.L.-9mにおける値。
※2 UD方向については，建屋入力位置以浅の表層地盤を考慮せずに評価しているため，露頭波としての値。
※3 Ss-D1を半分にした波（E）を入力し，その時の地盤応答（E+F）の値。ここで，E：上昇波，F：下降波。

イメージ図

水平方向 上下方向

0 200 400 600 800 1000

加速度(cm/s2)

観測記録 (NS) 観測記録 (EW)

Ss-D1 (NS) Ss-D1 (EW)

0 200 400 600 800 1000

加速度(cm/s2)

観測記録 (UD) Ss-D1 (UD)

0 200 400 600 800 1000
加速度(cm/s2)

0 200 400 600 800 1000
加速度(cm/s2)

▽E.L.-17m 

▽E.L.-192m

▽E.L.-370m
（解放基盤表面）

※1,2

※3※3

※1,2



地震対策-315

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

参考 原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて（1／3）

・原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて，2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析を行い，今回工認に用
いる地震応答解析モデルを検討した。
① SRモデルに対して，側面回転ばねを含む埋込効果を考慮したモデルによるシミュレーション解析を行った。
② 埋込効果を考慮した埋込みSRモデルに対して，人工岩盤を地盤モデル側にモデル化したモデルによるシミュレーション解析を行った。
③ 人工岩盤を地盤側にモデル化した解析モデルに対して，側面回転ばねを考慮しないモデルによるシミュレーション解析を行った。

地震応答解析の概要

E.L.-17.0 m

底面ばね

E.L.-17.0 m

E.L.  8.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

建屋モデル底面位
置の応答波を入力

はぎとり波
2Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ一次元波動論に

よる応答計算

Ｎ

(岩盤)

(表層は無視)

基 礎

人工岩盤

最大応答加速度分布

側面回転ばねを含む
埋込み効果を考慮

①ＳＲモデル
（既工認では，人工岩盤下端に
設計波を直接入力）

②埋込みＳＲモデル

①と②を比較した結果，側面地盤の埋込み効果を考慮した埋込みＳＲモデルとした場合，
より実情に近い建屋の振動性状を評価できることを確認した。

側面ばね

底面ばね

E.L.-17.0 m

E.L.  8.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

各位置の応
答波を入力

せん断力

はぎとり波
2Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ一次元波動論に

よる応答計算

Ｎ

E.L.-14.4 m

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

人工岩盤

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

SRモデル

埋込みSRモデル

観測

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

SRモデル

埋込みSRモデル

観測

ＮＳ方向 ＥＷ方向

①ＳＲモデル
②埋込みＳＲモデル
観測記録

①ＳＲモデル
②埋込みＳＲモデル
観測記録



地震対策-316

地震応答解析の概要

側面ばね

底面ばね

E.L.-17.0 m

E.L.  8.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

各位置の応
答波を入力

せん断力

はぎとり波
2Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ一次元波動論に

よる応答計算

Ｎ

E.L.-14.4 m

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

人工岩盤

最大応答加速度分布

人工岩盤を地盤モデル側
にモデル化

②埋込みＳＲモデル

②と③を比較した結果，人工岩盤を岩盤として地盤モデル側にモデル化する方が，
応答を保守側に評価することを確認した。

側面ばね

底面ばね

E.L.  8.0 m

各位置の応
答波を入力

せん断力

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ

E.L.-9.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

Ｎ

入
射
波
Ｅ

一次元波動論に
よる応答計算

はぎとり波
2ＥＮ

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

③人工岩盤地盤側

・原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて，2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析を行い，今回工認に用
いる地震応答解析モデルを検討した。
① SRモデルに対して，側面回転ばねを含む埋込効果を考慮したモデルによるシミュレーション解析を行った。
② 埋込効果を考慮した埋込みSRモデルに対して，人工岩盤を地盤モデル側にモデル化したモデルによるシミュレーション解析を行った。
③ 人工岩盤を地盤側にモデル化した解析モデルに対して，側面回転ばねを考慮しないモデルによるシミュレーション解析を行った。

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

人工岩盤建屋側

人工岩盤地盤側

観測

0 500 1000 1500
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ＮＳ方向 ＥＷ方向

②埋込みＳＲモデル
③人工岩盤地盤側
観測記録

②埋込みＳＲモデル
③人工岩盤地盤側
観測記録

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

参考 原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて（2／3）
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地震応答解析の概要
最大応答加速度分布

側面回転ばねを
考慮しない場合

③人工岩盤地盤側

③と④を比較した結果，側面回転ばねを考慮しないモデルとする方が，
応答を保守側に評価することを確認した。
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はぎとり波
2ＥＮ

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

④側面回転ばね無視

今回工認に用いる地震応答解析モデル

側面ばね

底面ばね

E.L.  8.0 m

各位置の応
答波を入力
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入
射
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一次元波動論に
よる応答計算

はぎとり波
2ＥＮ

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

・原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて，2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析を行い，今回工認に用
いる地震応答解析モデルを検討した。
① SRモデルに対して，側面回転ばねを含む埋込効果を考慮したモデルによるシミュレーション解析を行った。
② 埋込効果を考慮した埋込みSRモデルに対して，人工岩盤を地盤モデル側にモデル化したモデルによるシミュレーション解析を行った。
③ 人工岩盤を地盤側にモデル化した解析モデルに対して，側面回転ばねを考慮しないモデルによるシミュレーション解析を行った。
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③人工岩盤地盤側
④側面回転ばね無視
観測記録

③人工岩盤地盤側
④側面回転ばね無視
観測記録

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

参考 原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて（3／3）
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○ 原子炉建屋

・解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを用いて一次元波動論により算定した建屋基礎底面及び側面地盤ばね位置での応答波を
入力とした地震応答解析を実施した。
・地震応答解析モデルに用いる基礎底面の地盤ばねは，振動アドミッタンス理論（１）に基づき設定し，建屋埋め込み部分の側面地盤ばね
は，Novakの方法（２）により設定する。
・地盤ばねの算定に用いる地盤定数は初期地盤の物性値とひずみ依存特性から一次元波動論より求めた等価物性値とする。

・地盤物性のばらつきを考慮した原子炉建屋の耐震壁のせん断ひずみを算出し，最大せん断ひずみと許容限界を比較した結果，耐震壁
の最大せん断ひずみは0.60×10-3（要素番号(5)，地盤物性のばらつきを考慮（＋σ），NS方向，Ｓｓ－３１）であり，許容限界（2.0×10-3）
を超えないことを確認した。

（NS方向） （EW方向）
せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ｓｓ－３１，要素番号(5)）

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

地震応答解析モデル及び入力地震動の概念図（水平方向）

○：基本モデル
△：地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）
◇：地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

地盤物性 モデル名称

基本ケース 標準地盤 基本モデル

地盤物性の変動による影響
標準地盤＋σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）

標準地盤－σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

参考 2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション結果（1／2）

参考文献 (1)田治見宏 ： 耐震理論に関する基礎的研究，東京大学生産技術研究所報告，第8巻，第4号，1959年
(2)Novak，M.et.al. ： Dynamic Soil Reactions for Plane Strain Case，The Journal of the Engineering
Mechanics Division，ASCE，1977
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・( )内は要素番号を示す。

E，E0，F ： 波の振幅

要素番号(5)
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図中凡例
□：最大応答値（シミュレーションモデル）

NS方向
EW方向

 せん断スケルトン上での最大応答値は第一折れ点より小さく，全ての階層で弾性範囲内であった。
 これは，地震に起因する特徴的なひび割れは確認されなかったとの現地調査結果とも整合している。
 以上の結果を踏まえて，原子炉建屋の健全性が保たれていると判断した。

EW方向

【せん断スケルトン上の最大応答値：Q-γ】

○前頁に示す原子炉建屋の地震応答解析モデルに2011年東北地方太平洋沖地震のはぎとり波を入力し，影響検討を行った。
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９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

参考 2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション結果（2／2）
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10．液状化に関する考慮

１－１．液状化強度試験 内容（1／3）

敷地内の液状化検討対象土層の抽出方針
① 道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編，平成24年3月，社団法人日本道路協会）の液状化検討対
象土層を基本とする。
• 地下水位が地表面から-10m以内であり，かつ地表面から-20m以内の飽和土層
• 細粒分含有率Fcが35％以下，又はFcが35％を超えても塑性指数Ipが15以下の土層
• 土粒子の平均粒径D50が10mm以下で，かつ10％粒径D10が1mm以下である土層

② 道路橋示方書では液状化検討対象外としているが、保守的に地表面-20m以深及び更新統土層
も液状化検討対象土層とする。

〇：検討対象
□：道路橋示方書では検討対象外であるが
検討対象とするもの

－：検討対象外

：東海第二発電所敷地での液状化
検討対象土層とするもの

液状化検討対象層の抽出結果

地質記号
al: 沖積層、最上位の砂層は敷地全体に広く分布する。
D2: 段丘堆積物、敷地南部に分布する。
D1: 段丘堆積物、敷地南西部に分布する。

敷地に分布する地層名
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○ 調査孔
■ 設置変更許可申請時の液状化強度試験箇所
■ 追加液状化強度試験箇所

液状化検討対象層の分布範囲及び敷地内調査孔，液状化強度試験試料採取箇所

液状化強度試験のための試料採取は，その地層の標準貫入試験のＮ値，細粒分含有量Fc及
び道路橋示方書式から算定される液状化強度比RLのデータを吟味して，保守的な液状化強度
データが得られると想定される個所で行った。次頁に液状化強度試験試料採取位置の代表性確
認方法を示す。

10．液状化に関する考慮

１－１．液状化強度試験 内容（2／3）
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液状化強度比RL
（道路橋示方書式）

○ 敷地調査孔（Ag2層）

■ 液状化強度試験箇所近傍調査孔

（設置変更許可申請段階時）

■ 液状化強度試験箇所近傍調査孔

（追加液状化強度試験箇所）

● 敷地内調査孔平均値,1σ

■ 全液状化強度試験箇所近傍調査

孔平均値、1σ

○ 敷地調査孔（Ag2層）

■ 液状化強度試験箇所近傍調査孔

（設置変更許可申請段階時）

■ 液状化強度試験箇所近傍調査孔

（追加液状化強度試験箇所）

● 敷地内調査孔平均値,1σ

■ 全液状化強度試験箇所近傍調査

孔平均値、1σ

○ 敷地調査孔（Ag2層）

■ 液状化強度試験箇所近傍調査孔

（設置変更許可申請段階時）

■ 液状化強度試験箇所近傍調査孔

（追加液状化強度試験箇所）

● 敷地内調査孔平均値,1σ

■ 全液状化強度試験箇所近傍調査

孔平均値、1σ

調査孔と液状化強度試験箇所（Ag2層）

・液状化強度試験箇所近傍孔の平均N値は，敷地内調査孔の平均N値より小さい。
・液状化強度試験箇所の平均細粒分含有率Fcは，敷地内調査孔の平均Fc値より小さい。
・液状化強度試験箇所の粒度分布は，敷地内調査孔の試験結果の範囲内である。

○ 調査孔
■ 設置変更許可申請時の液状化強度試験箇所
■ 追加液状化強度試験箇所

粒径加積曲線

✔液状化強度比RLの比較により，
液状化強度試験箇所近傍孔平均RL＜ 敷地内調査孔平均RLを確認した。

N値 細粒分含有率 液状化強度比RL
（道路橋示方書式より算出）
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（追加液状化強度試験箇

10．液状化に関する考慮

１－１．液状化強度試験 内容（3／3）

N値 細粒分含有率

• N値は地層の強度を示すものであり、N値が小さいほど締まっていない地盤（液状化し易い地盤）と解釈する。
• 細粒分含有率は地層の粘土・シルト分の含有率を示すものであり、この値が小さいほど液状化し易い地層と解釈する。
• 道路橋示方書の液状化強度比（液状化に対する抵抗力）算定式は、上記のN値や細粒分含有率を使って算定するものである
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液状化強度試験状況
（中空繰返しねじりせん断試験）
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繰返し載荷回数 Nc

液状化強度（du層）

FLIP(-1σ，du層)

液状化強度（As層）

FLIP(-1σ，As層)

液状化強度（Ag2層）

液状化強度（Ag1層）

FLIP(-1σ，Ag2)

液状化強度（D2s-3層）

FLIP(-1σ，D2s-3層)

液状化強度（D2g-3層）

FLIP(-1σ，D2g-3層)

液状化強度（D1g-1層）

FLIP(-1σ，D1g-1層)

FLIP(豊浦標準砂)

原地盤の液状化検討対象土層及び豊浦標準砂の液状化強度特性

• 原地盤から乱れが少ないサンプリング方法で採取した試料を用いて液状化強度試験を実施。
• 各土層の液状化強度試験結果からデータのばらつきを考慮して，平均液状化強度特性を1σ
（σ：標準偏差）低減し，原地盤の液状化強度特性を設定した。

• 液状化強度試験の結果，各地層の液状化強度特性は，敷地には存在しない最も液状化しや
すい豊浦標準砂の液状化強度特性を全て上回ることを確認した。

10．液状化に関する考慮

１－２．液状化強度試験 結果（1／2）

注）FLIP（Finite element analysis of Liquefaction Program）
液状化による地盤や構造物の挙動を評価するプログラム
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東海第二発電所の原地盤の状態と保守的な解析条件について

① 液状化強度試験データに基づき，各地層の平均液状化強度特性を1σ低減（σ：標準偏差））
し，液状化強度特性を設定した。

② 上記の設定した液状化強度特性により液状化の影響を考慮した解析（有効応力解析）を実
施することで，重要施設の周辺地盤に対し基準地震動Ｓｓを入力した場合の地震時応答（液
状化の状況）を確認した。

取水構造物周辺地盤の過剰間隙水圧比分布（Ｓｓ－Ｄ１）

注）【過剰間隙水圧比を指標とした液状化の評価】
規格・基準における記載事例等に基づき，過剰間隙水圧比が95％以上に達した状態を液状化と判定する。

⇒有効応力解析の結果，地盤の過剰間隙水圧比が９５％注）を下回ることから，液状化の発
生は認められないことを確認した。

10．液状化に関する考慮

１－２．液状化強度試験 結果（2／2）

断面位置図
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10．液状化に関する考慮

２．耐震評価（1／2）

主要構造物における液状化影響を踏まえた耐震性評価の最大照査値は、１を下回り、安全であることを確認した。
なお、評価においては、許容値に安全裕度（安全率 𝛼 ൐ 1 ）を見込んだ設計を行っている。さらに安全側の評価となるよう、敷地には存在
しない液状化しやすい豊浦標準砂の液状化強度特性を用いた設計も行っている。

設備
分類

設備名称
【間接支持している設備名称】

支持層 周辺地盤の地層のうち，液状化検討対象層
液状化の影響検討

液状化影響検討に対応した
補強対策工

耐震評価結果

要 不要 最大照査値 評価

設
計
基
準

対
処
施
設

使用済燃料乾式貯蔵建屋 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.996 OK

防潮堤（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2s-3層，D2g-3層，D1g-1層 ● ― 地盤改良 0.67 OK

防潮堤（鋼製防護壁） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― ― 0.97 OK

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― ― 0.82 OK

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁(放水路エリア)） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― ― 0.76 OK

設
計
基
準
対
処
施
設
及
び

重
大
事
故
等
対
処
施
設

原子炉建屋 久米層 無し※１ ― ● ― 0.300 OK

取水構造物 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― 地盤改良，後施工せん断補強筋（PHb） 0.695 OK

主排気筒
【非常用ガス処理系排気筒】

久米層 無し（第四系全てを地盤改良） ● ― 地盤改良 0.915 OK

非常用ガス処理系配管支持架構
【非常用ガス処理系配管】

久米層 無し（第四系全てを地盤改良） ● ― 地盤改良 0.497 OK

屋外二重管
【残留熱除去系海水系配管等】

久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― 地盤改良 0.72 OK

貯留堰 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― 地盤改良 0.77 OK

常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備
【常設代替高圧電源装置，軽油貯蔵タンク等】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.73 OK

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）
【非常用ディーゼル発電装置燃料油系配管等】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― ― 0.65 OK

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）
【非常用ディーゼル発電装置燃料油系配管等】

久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― 地盤改良 0.70 OK

常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）
【非常用ディーゼル発電装置燃料油系配管等】

久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 0.69 OK

重
大
事
故
等
対
処
施
設

緊急時対策所建屋 久米層 du層，D2s-3層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 0.629 OK

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎
【緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク】

久米層 du層，D2s-3層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 0.70 OK

緊急用海水ポンプピット 久米層 du層，Ag2層，Ag1層，D2g-3層 ● ― ― 0.93 OK

緊急用海水取水管 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― ― 0.14 OK

ＳＡ用海水ピット 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.98 OK

海水引込み管 久米層 du層，Ag2層，Ag1層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― ― 0.15 OK

ＳＡ用海水ピット取水塔 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.81 OK

格納容器圧力逃がし装置格納槽
【格納容器圧力逃がし装置等】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.557 OK

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート
【格納容器圧力逃がし装置用配管】

久米層 du層，D2g-3層 ● ― ― 0.84 OK

代替淡水貯槽 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.83 OK

常設低圧代替注水系ポンプ室
【常設低圧代替注水系ポンプ】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.74 OK

常設低圧代替注水系配管カルバート
【常設低圧代替注水系配管】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.76 OK

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）
【可搬型設備用軽油タンク】

久米層 du層，D2s-3層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 南側で代表 OK

可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）
【可搬型設備用軽油タンク】

久米層 du層，D1g-1層 ● ― 地盤改良 0.76 OK

※１：排水設備により，地下水位を久米層分布深度以深としていることから，地下水位以深に液状化検討対象層はない。
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10．液状化に関する考慮

２．耐震評価（2／2）

設計は許容応力度設計法を適用している。
【許容応力度設計及び照査法】

外力
断
面
力

作
用
応
力
度

許
容
応
力
度

材料強度
（材料降伏強度）

安全率 𝜶 ൐ 𝟏

応答値

荷重 𝐹

断面力 𝑆

作用応力 𝜎

限界値

材料強度（設計基準強度） 𝑓௞

許容応力度 𝜎௔ ൌ 𝑓௞ 𝛼⁄

安全性の照査 𝜎 𝜎௔⁄ ≦1.0

・許容応力度設計法は，構造物の破壊に対する安全性の保証として，線形弾性理論に基づいている。
・照査値 𝜎 𝜎௔⁄ ≦1.0は，材料（部材）の挙動が可逆性を有する，材料（部材）の耐力を低下させる変位に至らないこと
である。

主要構造物の原地盤の液状化による耐震性評価（照査）結果は， 𝜎 𝜎௔⁄ ≦1.0を満たしており，なお敷地には存在し
ない，かつ最も液状化しやすい豊浦標準砂の液状化強度特性を適用していることから十分な裕度を有すると判断でき
る。

（参考）豊浦標準砂
の液状化強度特性に
より、安全側の外力
を設定している。

（参考）許容値に安全
裕度を見込んだ評価
となっている。
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地震応答解析対象断面図

鋼管杭仕様 発生断面力

発生応力度
σｓ(N/mm

2)

短期許容
応力度
σｓa１
(N/mm2)

照査値
σｓ/σｓa１

解析ケース杭径
(㎜)

板厚
(㎜)

断面積
（m2）

断面係数
（m3）

曲げ
モーメント
（kN・m）

軸力
（kN）

2500 35 0.263 0.15995 34955 9015 253 382.5 0.67 ②Ｓs－Ｄ１

鋼管杭仕様 発生断面力
発生応力度
τｓ(N/mm

2)

短期許容
応力度

τｓa(N/mm
2)

照査値
τｓ/τｓa

解析ケース杭径
(㎜)

板厚
(㎜)

断面積
（m2）

せん断力
（kN）

2500 35 0.263 9265 71 217.5 0.33 ④Ｓs－Ｄ１

鋼管杭のせん断力照査における最大照査値

鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値

○ 津波防護施設の耐震性評価結果の一例として，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の照査結果を示す。

①地下水位を地表面に設定した。
②原地盤の液状化強度試験データに基づき適切に設定（平均値より1σ（σ：標準偏
差）低減）した液状化強度特性に加え，液状化の発生は認められないことを確認し
ているが、保守的に地盤を強制的に液状化させることを仮定した評価を実施した。

液状化の影響を考慮した解析を実施し，地震時における構造部材の健全性を確認
する。
鋼管杭のせん断，曲げの照査値（発生応力度／短期許容応力度）は1.0を下回り，防
潮壁が構造強度を有すること及び止水性を損なわないことを確認した。

条 件 ：

確認内容：

解析結果：

10．液状化に関する考慮

２．耐震評価 参考 照査結果

※ 照査値＝発生応力／短期許容応力度
（1.0以下であれば許容限界以下（弾性範囲内）でOK）
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平成23年3月の評価 平成29年1月の評価

揺すり込み沈下 緩い埋戻土の揺すり込み沈下 同左

液状化 液状化による噴砂跡は確認されないものの，
津波が達していたことから，津波により液状
化による噴砂跡の消失の可能性を考慮。
⇒土木学会にて噴砂跡の消失の可能性も考
え，液状化（地盤沈下）を報告（平成24年2月）

• 津波が到達した範囲において、地盤沈下（次項写
真①，②，④），構造物の変形等（写真③，⑤）が
確認された。

• 津波の到達がない取水構造物西側の沈下箇所
において，噴砂跡，地中埋設物の浮き上がりは認
められない。（次項写真②）

• 取水構造物の北側，南側も上記と同様の施工で
埋め戻されている。

• 基準地震動Ssによる解析評価結果においても、
取水構造物周りの地盤に液状化は確認されな
かった（7p）

• 以上より、液状化の可能性は小さいと考えられる。

洗掘・吸出し 津波（引き波）による埋戻土の洗掘・吸出し 同左

【取水構造物 地震後の状況】

沈下は取水構造物近傍の埋戻し個所で局所的に発生しており，敷地内においては液状化時の痕

跡とされる噴砂や地中埋設物の浮き上がりは認められなかった。

したがって，東北地方太平洋沖地震において，東海第二発電所の敷地内で液状化が発生した可

能性は小さいと考えられる。

10．液状化に関する考慮

３．取水構造物 地震後の状況（1／2）

（参考）
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検潮
室

津波対策仕
切り壁

電 気
室

地盤改良部

取水管A

取水管B

取水管C

津波対策仕
切り壁

顕著な沈下・陥没が
生じている箇所

①

②

③

④

写真①：地盤の沈下状況（取水口エリア）

写真②：地盤の沈下状況（循環水配管埋設エリア）

写真③：躯体の変形 写真④：地盤の沈下状況（取水口エリア） 写真⑤：地盤沈下に伴う段差の発生（取水口エリア）

⑤

構築物の外観点検の結果

10．液状化に関する考慮

３．取水構造物 地震後の状況（2／2）
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地震動の波形や継続時間に関する建屋の地震応答解析結果の比較

-1200

-600

0

600

1200

0 50 100 150 200 250 300

加
速
度
(c
m
/s
2 )

時刻 (s)

最大値 610 cm/s2

加速度時刻歴波形（Ss-31）

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

Ｋ6

地盤ばね

Ｋ5

Ｋ1

Ｋ2

Ｋ3

Ｋ4基礎スラブ(11)

(10)

(9)

(8)

(7)

(6)

(5)

(4)

(3)

(2)

(1)

● Ss-D1
◇ Ss-31

せん断スケルトンカーブ※上の最大応答値

地震応答解析モデル

加速度応答スペクトル
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・建屋の耐震評価では，複数の手法に基づいて策定された基準地震動Ssを用いて地震応答解析
を実施することにより，地震動の継続時間の違いによる影響を考慮している。
・原子炉建屋の地震応答解析結果を以下に示す。最大応答値は，建屋全体の応答を把握できる
ように最下層，中間層及び最上層の３箇所を抽出した。
・建屋の耐震評価に用いた基準地震動Ss（8波）のうち，継続時間の長いSs-D1と継続時間の短い
Ss-31による応答を比較した結果，Ss-31による応答値が大きくなっており，地震動の継続時間に
よる影響よりも建屋の固有周期に関する地震動の周期特性による影響が大きくなっている。

11．地震動のエネルギースペクトル等に関する耐震設計上の考慮

耐震設計上の考慮について 建屋

最上層

中間層

最下層

※ 鉄筋コンクリート構造の剛性低下の性状を表現
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基準地震動Ss-D1とSs-31のエネルギースペクトルの比較

○評価内容
・巨大地震などの地震動による長周期構造物等への影響を確認する上では，地震動の総エネルギーと周期との関係
を表すエネルギースペクトルが用いられることがあるため，その結果についても確認する。

11．地震動のエネルギースペクトル等に関する耐震設計上の考慮

参考 エネルギースペクトルの確認結果について

○評価結果
・エネルギースペクトルを確認した結果，短周期構造物であり顕著な塑性化が見られていない原子炉建屋では，エネル
ギーの累積量があまり大きくないと考えられることから，その応答性状を把握する上では，応答スペクトルによる最大
応答の周期特性が有効な指標であることを確認した。
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11．地震動のエネルギースペクトル等に関する耐震設計上の考慮

耐震設計上の考慮について 機器

・機器の耐震評価では，疲労の観点から基準地震動Ｓｓによって地震継続中に繰り返し受ける荷重に対して健
全性を確認している。

・ 疲労評価の結果，疲労累積係数は許容値以下であることを確認した。なお，運転延長認可申請における低
サイクル疲労評価と基準地震動Ｓｓとを組み合わせた疲労評価結果を例示する。

系統名
①６０年時点の
疲労累積係数

（低サイクル疲労評価）

②基準地震動Ｓｓに
よる疲労累計係数

③東北地方太
平沖地震による
疲労累積係数

合計値
（①＋②＋③）

許容値

原子炉再循環系 0.1182＊２ 0.1455 － 0.2637 1

原子炉系（純水部） 0.5799＊２ 0.0259 － 0.6058 1

原子炉系（蒸気部） 0.0853 0.6558 0.0043 0.7454 1

疲労評価の対象設備
①原子炉冷却材圧力バウンダリに属する機器・配管系（原子炉圧力容器等）
②原子炉格納容器
③クラス２，３機器及びＳＡクラス２機器（非常用炉心冷却系設備，重大事故等対処設備等）
（但し③の機器については，地震等による応力振幅が弾性範囲を超えた場合に実施する。）

配管系の疲労評価結果＊１

＊１ 東海第二発電所安全性検討ワーキングチーム説明資料改訂版（第17回ワーキングチーム机上配布資料高経年化-243頁）より引用
＊２ 環境を考慮

＜

＜

＜
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(a) 評価内容
Ｓクラス機器で地震動の影響が最も大きい原

子炉系配管を代表として，低サイクル疲労評価
と東北地方太平洋沖地震を含めた地震動の影
響を考慮した評価の合計値が許容値を下回るこ
とを確認する。

（b） 評価結果
合計値が許容値1を下回ることから，耐震安

全性上問題ないと評価した。

＜低サイクル疲労評価の震災影響評価＞

2011年の東北地方太平洋沖地震による影響を
考慮し，低サイクル疲労評価に基準地震動SSと
東北地方太平洋沖地震を組み合わせた耐震安
全性評価を行い，健全性を確認する。

機器

低サイクル疲労評価 地震動の影響を考慮した評価
①＋②＋③
合計値

許容値①６０年時点の疲労
累積係数

②地震動による疲労累
積係数（基準地震動SS）

③東北地方太平洋沖地
震による疲労累積係数

原子炉系
（蒸気部）配管

0.0853 0.6558 0.0043 0.7454 1＝＋

11．地震動のエネルギースペクトル等に関する耐震設計上の考慮

特別点検，劣化状況評価及び保守管理に関する方針について（改訂版）の一部を再掲

＜

①６０年時点の疲労
累積係数

＋

③東北地方太平洋沖地震
による疲労累積係数※

②地震動による疲労累積
係数（基準地震動SS）

＋

許容値を下回ることを
確認

低サイクル疲労評価

地震動の影響を
考慮した評価

※：原子炉建屋に設置された地震計にて計測された観測
記録を基に作成された入力地震動を用いて評価

【震災影響評価】

低サイクル疲労評価及び東北地方太平洋沖地震を
考慮した耐震安全性評価の概念

＋
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12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

原子炉建屋に対する入力地震動の算定

EL.-9.00 m

EL. 8.20 m

側面ばね

底面ばね

EL. 8.0 m

各位置の応
答波を入力

せん断力 入
射
波
Ｅ

反
射
波
Ｆ

EL.-9.0 m

EL.-370 m

解放基盤表面

０

入
射
波
Ｅ

一次元波動論に
よる応答計算

(岩盤)

(表層)

基準地震動Ｓｓ
2Ｅ０

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図

○ 入力地震動の算定

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一次元波動論により建屋基礎
底面及び側面地盤ばね位置で評価したものを用いる。
また，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルについては，解放基盤表面（EL.－370 m）から地表面までをモデ
ル化する。地下構造モデルの物性値については，原位置試験及び室内試験から得られた各種物性値を基に設定して
いる。

標高 密度 ﾎﾟｱｿﾝ比

EL. ρ ν

m m t/m3 m/s

du* 5.0 1.82 210 0.385

Ag2* 1.0 1.89 240 0.286

Ag2 4.7 2.01 240 0.491

D2g-3 11.7 2.15 500 0.462

5.6 1.72 446 0.461

20.0 1.72 456 0.460

20.0 1.73 472 0.458

30.0 1.73 491 0.455

30.0 1.73 514 0.452

30.0 1.73 537 0.449

40.0 1.74 564 0.445

40.0 1.74 595 0.441

40.0 1.75 626 0.437

50.0 1.75 660 0.433

50.0 1.76 699 0.427

解放基盤
― 1.76 718 0.425

地層
区分

層厚
S波速度
Vs

Km

8.0

3.0

2.0

-2.7

-14.4

-370.0

-20.0

-40.0

-60.0

-90.0

-120.0

-150.0

-190.0

-230.0

-270.0

-320.0

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

0.000001 0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1

h
 (
-
)

G
/
G
o

ひずみ γ (-)

Kc

G/G0=1/(1+107γ0.824)
h=γ/(4.41γ+0.0494)+0.0184

Km

（Km層）

動せん断弾性係数 G/G0 及び減衰定数 h のひずみ依存性初期地盤の物性値

G/G0～γ：動せん断弾性係数のひずみ依存性

h～γ：減衰定数のひずみ依存性
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12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

原子炉建屋の保守性（1／2）

○ 地盤物性のばらつき

建物・構築物と地盤との相互作用を考慮したモデルによる地震応答解析において，地盤物性のばらつきが建物・
構築物の応答へ影響を及ぼすと考えられるため，建物・構築物の耐震評価においては，地盤物性のばらつきを考慮
した設計用地震力を設定することで，保守性を持たせている。なお，地盤物性は，実測した地盤のせん断波速度Vs
を用いて算出している。

考慮する地盤物性のばらつきは，地質調査結果の平均値をもとに設定した数値を基本ケースとし，せん断波速度
のばらつきは±σ相当とする。以下に地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析結果を示す。

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

地盤物性 モデル名称

基本ケース 標準地盤 基本モデル

地盤物性の変動による影響
標準地盤＋σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）

標準地盤－σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

（NS方向） （EW方向）
最大応答加速度（Ｓｓ－Ｄ１）

（NS方向） （EW方向）
せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ｓｓ－Ｄ１，要素番号(5)）

0

3

6

9

12

0 1 2 3 4

Q
(×
1
05
k
N)

γ (×10-3)

0

3

6

9

12

0 1 2 3 4

Q
(×
1
05
k
N)

γ (×10-3)

〇 基本ケース

△ 地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）

◇ 地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

0 500 1000 1500 200

基本

地盤物性＋σ考慮

地盤物性－σ考慮

cm/scm/s

基本ケース

地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）

地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

0 500 1000 1500 2000

基本

地盤物性＋σ考慮

地盤物性－σ考慮

cm/s2
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12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

原子炉建屋の保守性（2／2）

○ 地盤物性のばらつき範囲の設定

地盤調査結果の平均値をもとに設定した数値を基本ケースとする。地盤物性のばらつきは，実測値に基づく地盤
のせん断波速度Vsの変動係数を変動の比率（±σ相当）として層区分毎に設定する。

地盤物性のばらつき

高さ
EL.（m）

地層区分

地盤のせん断波速度（m/s）

基本ケース ＋σ相当 －σ相当

8.0 ～ 3.0 du 210 221 199

3.0 ～ －2.7 Ag2 240 264 216

－2.7 ～ －14.4 D2g－3 500 575 425

－14.4 ～ －20.0

Km

446 491 401

－20.0 ～ －40.0 456 502 410

－40.0 ～ －60.0 472 520 424

－60.0 ～ －90.0 491 541 441

－90.0 ～ －120.0 514 566 462

－120.0 ～ －150.0 537 591 483

－150.0 ～ －190.0 564 621 507

－190.0 ～ －230.0 595 655 535

－230.0 ～ －270.0 626 689 563

－270.0 ～ －320.0 660 726 594

－320.0 ～ －370.0 699 769 629

0.0

-14.4
-20.0

-40.0

-60.0

-90.0

-120.0

-150.0

-190.0

-230.0

-270.0

-320.0

-370.0

-400.0
0 250 500 750 1000

設計値 平均値 ±σ ±σ相当

m/s

標高

E.L.(m)

支持地盤物性のばらつき
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12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて（1／3）

・原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて，2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析を行い，今回工認に用
いる地震応答解析モデルを検討した。
① SRモデルに対して，側面回転ばねを含む埋込効果を考慮したモデルによるシミュレーション解析を行った。
② 埋込効果を考慮した埋込みSRモデルに対して，人工岩盤を地盤モデル側にモデル化したモデルによるシミュレーション解析を行った。
③ 人工岩盤を地盤側にモデル化した解析モデルに対して，側面回転ばねを考慮しないモデルによるシミュレーション解析を行った。

地震応答解析の概要

E.L.-17.0 m

底面ばね

E.L.-17.0 m

E.L.  8.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

建屋モデル底面位
置の応答波を入力

はぎとり波
2Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ一次元波動論に

よる応答計算

Ｎ

(岩盤)

(表層は無視)

基 礎

人工岩盤

側面回転ばねを含む
埋込み効果を考慮

①ＳＲモデル
（既工認では，人工岩盤下端に
設計波を直接入力）

②埋込みＳＲモデル

①と②を比較した結果，側面地盤の埋込み効果を考慮した埋込みＳＲモデルとした場合，
より実情に近い建屋の振動性状を評価できることを確認した。

最大応答加速度分布

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

SRモデル

埋込みSRモデル

観測

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

SRモデル

埋込みSRモデル

観測

ＮＳ方向 ＥＷ方向

①ＳＲモデル
②埋込みＳＲモデル
観測記録

①ＳＲモデル
②埋込みＳＲモデル
観測記録

側面ばね

底面ばね

E.L.-17.0 m

E.L.  8.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

各位置の応
答波を入力

せん断力

はぎとり波
2Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ一次元波動論に

よる応答計算

Ｎ

E.L.-14.4 m

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

人工岩盤
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地震応答解析の概要

側面ばね

底面ばね

E.L.-17.0 m

E.L.  8.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

各位置の応
答波を入力

せん断力

はぎとり波
2Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ一次元波動論に

よる応答計算

Ｎ

E.L.-14.4 m

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

人工岩盤

最大応答加速度分布

人工岩盤を地盤モデル側
にモデル化

②埋込みＳＲモデル

②と③を比較した結果，人工岩盤を岩盤として地盤モデル側にモデル化する方が，
応答を保守側に評価することを確認した。

側面ばね

底面ばね

E.L.  8.0 m

各位置の応
答波を入力

せん断力

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ

E.L.-9.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

Ｎ

入
射
波
Ｅ

一次元波動論に
よる応答計算

はぎとり波
2ＥＮ

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

③人工岩盤地盤側

・原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて，2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析を行い，今回工認に用
いる地震応答解析モデルを検討した。
① SRモデルに対して，側面回転ばねを含む埋込効果を考慮したモデルによるシミュレーション解析を行った。
② 埋込効果を考慮した埋込みSRモデルに対して，人工岩盤を地盤モデル側にモデル化したモデルによるシミュレーション解析を行った。
③ 人工岩盤を地盤側にモデル化した解析モデルに対して，側面回転ばねを考慮しないモデルによるシミュレーション解析を行った。

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

人工岩盤建屋側

人工岩盤地盤側

観測

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

人工岩盤建屋側

人工岩盤地盤側

観測

ＮＳ方向 ＥＷ方向

②埋込みＳＲモデル
③人工岩盤地盤側
観測記録

②埋込みＳＲモデル
③人工岩盤地盤側
観測記録

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて（2／3）



地震対策-339

地震応答解析の概要
最大応答加速度分布

側面回転ばねを
考慮しない場合

③人工岩盤地盤側

③と④を比較した結果，側面回転ばねを考慮しないモデルとする方が，
応答を保守側に評価することを確認した。

側面ばね

底面ばね

E.L.  8.0 m

各位置の応
答波を入力

せん断力

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ

E.L.-9.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

Ｎ

入
射
波
Ｅ

一次元波動論に
よる応答計算

はぎとり波
2ＥＮ

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

④側面回転ばね無視

今回工認に用いる地震応答解析モデル

側面ばね

底面ばね

E.L.  8.0 m

各位置の応
答波を入力

せん断力

Ｎ

入
射
波
Ｅ 'Ｎ

反
射
波
Ｆ

E.L.-9.0 m

E.L.-370 m

解放基盤表面

Ｎ

入
射
波
Ｅ

一次元波動論に
よる応答計算

はぎとり波
2ＥＮ

(岩盤)

(第四紀層)

基 礎

・原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて，2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析を行い，今回工認に用
いる地震応答解析モデルを検討した。
① SRモデルに対して，側面回転ばねを含む埋込効果を考慮したモデルによるシミュレーション解析を行った。
② 埋込効果を考慮した埋込みSRモデルに対して，人工岩盤を地盤モデル側にモデル化したモデルによるシミュレーション解析を行った。
③ 人工岩盤を地盤側にモデル化した解析モデルに対して，側面回転ばねを考慮しないモデルによるシミュレーション解析を行った。

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

側面回転ばね考慮

側面回転ばね無視

観測

0 500 1000 1500

最大応答加速度(cm/s2)

側面回転ばね考慮

側面回転ばね無視

観測

ＮＳ方向 ＥＷ方向

③人工岩盤地盤側
④側面回転ばね無視
観測記録

③人工岩盤地盤側
④側面回転ばね無視
観測記録

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

原子炉建屋の設計に用いる地震応答解析モデルについて（3／3）
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12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価

機器・配管系評価の影響確認に用いた の地震応答解析ケース

建屋剛性
地盤物性

コンクリート強度 補助壁

基本ケース 設計基準強度 非考慮 標準地盤

地盤物性の変動
による影響

設計基準強度 非考慮 標準地盤＋σ相当

設計基準強度 非考慮 標準地盤－σ相当

建屋剛性の変動
による影響

実強度 考慮 標準地盤

地盤物性のばらつき等への影響評価の例

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

機器・配管系の耐震評価において、地盤物性及び建屋剛性の変動につ
いて、以下のとおり耐震性に問題ないことを確認した。
➣ 地盤物性の変動の影響のうち標準地盤－σ相当（下図、赤線）及び建屋
剛性の変動による影響（下図、緑線）を考慮したケースによる床応答スペ
クトルは、耐震計算に適用した基本ケースの床応答スペクトル（下図、黒
線）に包絡しており、耐震評価に影響がないことを確認した。

➣ 地盤物性の変動の影響のうち標準地盤＋σ相当（下図、青線）を考慮し
たケースは、耐震計算に適用した基本ケースの床応答スペクトル（下図、
黒線）に対して、一部周期帯を除き包絡していることを確認した。また、超
過した一部周期帯（下図、赤丸）には、当該周期帯に一次固有周期を有
する設備がないことを確認した。
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12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（1／8）

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響



地震対策-342

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（2／8）
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基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（3／8）
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基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（4／8）
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基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（5／8）



地震対策-346

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（6／8）



地震対策-347

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（7／8）



地震対策-348

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

基本ケース×1.5（耐震計算に適用）
地盤物性の変動による影響（標準地盤＋σ相当）
地盤物性の変動による影響（標準地盤－σ相当）
建屋剛性の変動による影響

12．構築物，系統及び機器への入力地震動の評価方法及び保守性

参考 機器・配管系評価における地盤物性のばらつき等に対する影響評価結果（8／8）



地震対策-349

13．重大事故等対処設備（サポート系を含む）に係る耐震設計方針

重大事故等対処設備の耐震設計上の施設区分及び設計用地震力

〇重大事故等対処設備は，要求される機能に応じて，重大事故等の発生を防止する機能を有する設備（重大事故
防止設備），又は事故の拡大を防止しまたその影響を緩和するための設備（重大事故緩和設備）に区分し，さら
に設置方法により常設，可搬に区分される。

〇これら設備区分に応じ耐震評価に適用する設計用地震力は下表のとおりとなる。

設備区分
該当する施設
（設備，機能の例）

設計用地震力

重大事故
防止設備

常設耐震重要
重大事故防止設備

重大事故防止設備のうち常設のものであって，重大事故
等時において耐震Ｓクラスに属する設備の機能を代替する
もの
（代替制御棒挿入機能，高圧代替注水系による原子炉注
水）

基準地震動Ｓｓによる地震力

常設耐震重要重大事故
防止施設以外の

常設重大事故防止設備

重大事故防止設備のうち常設のものであって，重大事故
等時において耐震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスに属する設備
の機能を代替するもの
（使用済燃料プール水位・温度監視設備（主要監視設備の
代替機能））

代替する設備の耐震クラス（Ｂクラス又はＣクラス）に対す
る地震力
・Ｂクラスを代替する設備：2.4Ｃｉ*
・Ｃクラスを代替する設備：1.2Ci
＊：共振する可能性がある設備：Ｓｄ×1/2

可搬型重大事故防止設備 重大事故防止設備のうち可搬型のもの
（可搬型代替注水中型/大型ポンプ，可搬型代替低圧電源
装置）

基準地震動Ｓｓによる地震力

常設耐震重要重大事故防止設
備及び可搬型重大事故防止設
備が設置される重大事故等対処

施設

常設耐震重要重大事故防止設備及び可搬型重大事故防
止設備が設置される建物・構築物及び土木構造物
（原子炉建屋）

基準地震動Ｓｓによる地震力

重大事故
緩和設備

常設重大事故
緩和設備

重大事故緩和設備のうち常設のもの
（格納容器圧力逃がし装置）

基準地震動Ｓｓによる地震力

可搬型重大事故
緩和設備

重大事故緩和設備のうち可搬型のもの 基準地震動Ｓｓによる地震力

常設重大事故緩和設備及び可
搬型重大事故緩和設備が設置さ
れる重大事故等対処施設

常設重大事故緩和設備及び可搬型重大事故緩和設備が
設置される建物・構築物及び土木構造物

基準地震動Ｓｓによる地震力



地震対策-350

13．重大事故等対処設備（サポート系を含む）に係る耐震設計方針

非常用窒素供給設備（減圧手段の強化）の耐震評価結果

○非常用窒素供給設備＊のうち，非常用窒素
供給系配管は「常設耐震重要重大事故防止
設備」に，非常用窒素供給系高圧窒素ボン
ベは「可搬型重大事故防止設備」に該当す
るため，いずれも基準地震動Ｓｓによる地震
力を用いた評価を行い，発生値が許容値に
収まることを確認している。

○ また，これら設備が設置される原子炉建屋
についても，「常設耐震重要重大事故防止
設備等」が設置される建物として基準地震動
による地震力により発生値が許容値に収ま
ることを確認している。

＊ 減圧手段の強化の一つとして，逃がし安全弁に動作に
必要な窒素が喪失した場合でも，非常用窒素供給系高
圧窒素ボンベにより，逃がし安全弁に窒素を供給するこ
とで，逃がし安全弁を動作させ，原子炉を減圧させること
ができるようにする。

格納容器

サプレッション・プール

原子炉
圧力
容器

タービンへ

逃がし
安全弁

非常用窒素供給系
高圧窒素ボンベ

非常用窒素供給系配管

アキュム
レータ

評価対象設備
（設備区分）

設計用
地震力

評価項目 評価部位 応力分類 発生値 許容値

非常用窒素供給系配管
（常設耐震重要重大事故防止設備）

Ｓｓ 構造強度 配管本体 一次応力 144 ＭＰa 371 ＭＰa

非常用窒素供給系高圧窒素
ボンベ
（可搬型重大事故防止設備）

Ｓｓ 構造強度 アンカプレート せん断 13 ＭＰa 70ＭＰa

原子炉建屋
（常設耐震重要重大事故防止設備等が
設置される重大事故等対処施設）

Ｓｓ 構造強度 耐震壁 せん断ひずみ 0.60×10－３ 2.0×10－３

＜

＜

原子炉建屋

＜



地震対策-351

13．重大事故等対処設備（サポート系を含む）に係る耐震設計方針

格納容器圧力逃がし装置及び関連設備の耐震評価結果

評価対象施設 評価項目 評価部位 応力分類 発生値 許容値

フィルタ装置 構造強度 スカート 組合応力 50 MPa 194 MPa

格納容器圧力
逃がし装置用配管

構造強度 配管本体 一次応力 197 MPa 363 MPa

可搬型代替注水
大型ポンプ

構造強度 取付ボルト 引張応力 115 MPa 451 MPa

機能維持＊ 可搬型代替注水大型ポンプ 応答加速度（水平） 1.08 Ｇ 1.52 Ｇ

可搬型代替注水
中型ポンプ

構造強度 取付ボルト 引張応力 141 MPa 178 MPa

機能維持＊ 可搬型代替注水中型ポンプ 応答加速度（鉛直） 0.58 Ｇ 0.89 Ｇ

常設代替高圧電源
装置置場及び西側淡水

貯水設備
構造部材の健全性 鉄筋コンクリート部材 曲げ軸力（鉄筋） 316 N/mm２ 435 N/mm２

代替淡水貯槽 構造部材の健全性 鉄筋コンクリート部材 曲げ軸力（鉄筋） 360 N/mm２ 435 N/mm２

○ 格納容器圧力逃がし装置（フィルタ装置及び格納容器圧力逃がし装置用配管）は，「常設重大事故緩和設備」に該当するため，基
準地震動Ｓｓによる地震力を用いた評価を行い，発生値が許容値に収まることを確認している。

○ また，フィルタ装置が継続して機能するために必要となる設備類に関しても，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能が必要で
あることから発生値が許容値に収まることを確認している。

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

原子炉建屋
格納容器

原子炉
圧力容器

サプレッション・チェンバ

代替淡水貯槽 常設代替高圧電源装置置場
及び西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ
及び

可搬型代替注水大型ポンプ

格納容器圧力
逃がし装置用配管

フィルタ装置

＊：加振試験により機能維持を確認



地震対策-352

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

緊急時対策所設備の概要と建物緊急時対策所に耐震構造を採用した理由

○緊急時対策所に要求される厳しい設計条件に対して，先行PWR電力の緊急時対策所
にて実績のある耐震構造を採用することにより，耐震性を十分確保する設計とした。
耐震構造を採用することで耐震安全性が確保可能と考えている。



地震対策-353

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

緊急時対策所設備の概要と建物

項 目 基 本 仕 様
1 建屋構造 ・鉄筋コンクリート造（耐震構造）
2 階層 ・4階建て

3
建屋延床面積／
災害対策本部室
床面積

・建屋：約4,000m２／災害対策本部室：約350m２

宿泊・休憩室：約70m２

4 耐震強度 ・基準地震動Ｓｓで機能維持

5 耐津波 ・防潮堤内側，発電所構内高台（T.P.＋約23m）に設置

6
中央制御室との
共通要因による
同時機能喪失防止

・中央制御室との十分な離隔（約320ｍ）
・中央制御室と独立した機能
（電源設備及び換気設備は独立した専用設備）

7 電源設備
・通常電源設備：常用所内電気設備，非常用所内電気

設備(通信連絡設備等の負荷のみ)
・代替電源設備：緊急時対策所用発電機(2台）

8 遮蔽，放射線管理

・建屋外壁等十分な壁厚を確保した遮蔽設計
・よう素除去フィルタ付非常用換気設備の設置
・プルーム通過時の加圧設備の設置
・加圧判断のためのエリアモニタ，可搬型モニタリング・
ポストの配備
・居住性確認のための酸素濃度計及び二酸化炭素濃
度計の配備
・チェンジングエリアの設置

9 原子炉施設の情報 ・対策に必要な情報を表示するデータ表示装置の設置

10 通信連絡
・発電所内・外の必要のある箇所と必要な連絡を行うた
めの通信連絡設備の設置

11 食料，飲料水等 ・7日間必要とされる食料，飲料水等を配備

緊急時対策所の建屋概要

〇災害対策本部室の設置されている床（代表：EL.30.30)の加
速度は，最大応答値656cm/s2（Ss-31 試験施工のばらつ
きを考慮（＋σ）のケースの応答値）となり，同床に配置され
ている机等には適切に固縛，転倒防止措置等を施し，機能
が喪失しない設計とする。他床も適切に評価を行っている。

EL.(m)
最大応答加速度（cm/s2）

NS方向 EW方向 UD方向

51.00 732 766 700

43.50 690 736 665

37.00 671 692 631

30.30 650 656 595

23.30 630 631 530

20.80 626 627 524



地震対策-354

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

施設内の設備・機器等及び人員に係る耐震上の評価及び対策

〇緊急時対策所の耐震設計を実施するにあたり，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，各
種の不確かさを十分に考慮した東海第二発電所の基準地震動Ｓｓ （８波）を策定した。

この基準地震動Ｓｓ（８波）による地震力に対し，緊急時対策所建屋及び建屋内の設備の
機能が損なわれることがないよう，耐震構造を採用することで耐震安全性を確保した。

〇緊急時対策所に新たに配備する机，OA機器，什器及び資機材等（個別の耐震評価は実
施されていない）については，緊急時対策所に必要な機能を維持するため，適切な固縛，
転倒防止措置を施す。

〇施設内の人員に対する安全性を確保する。

地震発生時による緊急時対策所に居住する要員への危険を排除するため，配備する机
等には適切に固縛，転倒防止措置等を施し，要員は，机等の固定した物に掴まることで
体勢を維持する。＊１

（＊１ 第１３回中央制御室 茨城県原子力安全対策委員会 東海第二発電所安全性検討ワーキングチームにてご説明）



地震対策-355

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

まとめ

緊急時対策所建屋は，地震及び津波等の外部事象に備えて，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し
機能（遮蔽性，気密性等）を損なわない設計とする。また，建屋内の各設備も基準地震動Ｓｓに対し

て機能を損なわない設計とする。

◆耐震評価を実施していない資機材等については，緊急時対策所に必要な機能を維持するため，適

切な固縛，転倒防止措置を施す。

◆緊急時対策所に居住する要員へ安全性確保のため，地震発生に備えた机等の固縛及び転倒防

止措置等を実施する。また，要員は机等の固定した物に掴まることで体勢を維持する。

○これらの対策により，自然災害時においても多数の災害対策要員が緊急時対策所に滞在を続け，

プラント状況の把握と発電所内外との通信連絡を確保しつつ，重大事故等対応のための指揮命令

が行えることを確認している。



地震対策-356

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価手法 建物・構築物（緊急時対策所）

原子炉建屋 緊急時対策所建屋

構造概要 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 鉄筋コンクリート造

基礎
厚さ：約5m

（人工岩盤を介して，砂質泥岩である久米層に岩着）
厚さ：2.5m（一部2.2m及び5.7m）
（場所打ち鋼管コンクリート杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着）

平面形状 約38m（南北方向）×約36m（東西方向）

高さ 基礎版底面から約30m

図面

平面図 断面図 平面図 断面図

建屋の
特徴

建物中央部には原子炉格納容器を囲む円形の壁があり，
その外側に二次格納施設である原子炉棟の外壁及び原
子炉建屋付属棟の外壁がある。

緊急時対策所建屋2階に，重大事故等の発生時においても，必要な
指示及び対策を行う要員がとどまることができる緊急時対策所を設
置している。

（杭伏図） （NS方向，A-A断面）

（EW方向，B-B断面）

杭仕様：材質SKK490，本数88本（11×9），径φ1000，厚さ22mm

（NS方向，A-A断面）

（EW方向，B-B断面）

Ａ

Ｂ

PN

Ａ

Ｂ

A

B

PN

B

A

A

B

PN

B

A

m

m

m

m

m

m

凡例 ○：杭

○ 代表的な建物・構築物について，原子炉建屋及び緊急時対策所建屋を例に構造概要を示す。



地震対策-357

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧建物・構築物（緊急時対策所）

○ 建物・構築物について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容値に収まることを確認した。

＊1 ： 鉄骨部材における組合せ応力による評価とし，許容値を1とする。
＊2 ： 配筋量に対する必要鉄筋量の比を発生値及び許容値として示す。

発生値 許容値 検定比

Ⅴ-2-2-2 原子炉建屋の耐震性についての計算書 構造強度 耐震壁 せん断ひずみ ×10-3 0.6 2.00 0.300

Ⅴ-2-2-5 使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 曲げモーメント kN・m/本 2200 2210 0.996

Ⅴ-2-2-11 緊急時対策所建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN/本 10819 17224 0.629

Ⅴ-2-2-15-1 主排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 鉄塔（主柱材） 軸力+曲げ － 0.915 1.000 0.915

Ⅴ-2-2-15-2 主排気筒の基礎の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN 8641 13193 0.655

Ⅴ-2-2-17
非常用ガス処理系配管支持架構の耐震性についての計
算書

構造強度 上部構造（柱）
軸力＋曲げモーメント＋

せん断力＊
－ 0.497 1.000 0.497

Ⅴ-2-2-19
格納容器圧力逃がし装置格納槽の耐震性についての計
算書

構造強度 耐震壁（地下外壁）
軸力＋曲げモーメント＋

面内せん断力
－ 0.557 1.000 0.557

Ⅴ-2-4-2-1 使用済燃料プールの耐震性についての計算書 構造強度
使用済燃料プール躯体

（底版）
面外せん断力 N/mm2 2.15 3.01 0.715

Ⅴ-2-7-2-5 非常用ガス処理系排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 排気筒サポート 圧縮応力 N/mm2 131.9 163.2 0.809

Ⅴ-2-8-4-2 中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書 構造強度 天井スラブ 曲げモーメント kN・m 142.6 173 0.825

Ⅴ-2-9-2-2
原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐震性について
の計算書

構造強度 底部 軸力＋曲げモーメント N/mm2 1.01 1.06 0.953

Ⅴ-2-9-3-1 原子炉建屋原子炉棟の耐震性についての計算書 構造強度 屋根トラス 圧縮応力 N/mm2 200 208 0.962

Ⅴ-2-9-3-4 原子炉建屋基礎盤の耐震性についての計算書 構造強度 付属棟基礎 軸力＋曲げモーメント ×103kN・m/m 10.9 12.2 0.894

単位目録番号 目録名称 評価項目 評価部位 応力分類

耐震評価結果

*1

*1

*2



地震対策-358

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧 機器・配管系（緊急時対策所）（1／6）

○ 機器・配管系について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容値に収まることを確認した。



地震対策-359

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧 機器・配管系（緊急時対策所）（2／6）



地震対策-360

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧 機器・配管系（緊急時対策所）（3／6）



地震対策-361

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧 機器・配管系（緊急時対策所）（4／6）



地震対策-362

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧 機器・配管系（緊急時対策所）（5／6）



地震対策-363

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧 機器・配管系（緊急時対策所）（6／6）



地震対策-364

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 主な耐震評価結果 建物・構築物（緊急時対策所）

○ 緊急時対策所建屋

・地盤物性のばらつきを考慮した緊急時対策所建屋の耐震壁のせん断ひずみを算出し，最大せん断ひずみと許容限界を比較した結果，
耐震壁の最大せん断ひずみは0.115×10-3であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

地震応答解析モデル及び
入力地震動の概念図（水平方向）

（NS方向） （EW方向）
せん断スケルトン曲線上の最大応答値（Ｓｓ－２２，要素番号(4)）

地盤物性

モデル名称支持地盤

表層地盤
地盤改良土

基本ケース 平均値 改良目標値 基本ケース

地盤物性の変動
による影響

平均値 平均値 試験施工の平均値を考慮

＋σ相当 ＋σ相当 試験施工のばらつきを考慮（＋σ）

－σ相当 －σ相当 試験施工のばらつきを考慮（－σ）
20.80

基礎スラブ

23.30

30.30

37.00

43.50

51.00

EL.
(m)

KH

KR
地盤ばね

EL.-370m

解放基盤表面

EL.-15.2m

EL. -5.5m

EL.  1.0m

EL.  7.2m

EL. 13.6m

▼ EL. 23.0m（地表面）

Km

D2g-3

D2c-3

D2g-3

fl

du

D2c-3

地盤改良

EL. 20.8m
（基礎下端）

（基礎下端より上層
は考慮しない）

一次元波動論に
よる応答計算

基準地震動Ss
2Ｅ０

入
射
波
Ｅ０

入
射
波
Ｅ

反
射
波
Ｆ基礎底面位置の

応答波を入力 D2s-3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

・( )内は要素番号を示す。

・福島第一原子力発電所の免震重要棟は，２０１１年の事故時にそ
の機能を維持し，事象収束へ向けた対策検討，指揮命令を発する
場所として機能したことから，免震構造には一定の効果があると
いえる。一方，東海第二発電所の緊急時対策所建屋では，先行プ
ラントの状況等を勘案し，耐震構造とすることとした。

・右表に緊急時対策所建屋に設置される代表機器の評価結果を示
す。全ての評価対象設備について，応力・加速度の発生値が許容
値を下回ることを確認した。

評価対象設備 評価項目 評価部位 応力分類 発生値 許容値

緊急時対策所
用発電機

構造強度 取付ボルト 引張応力 81（MPa） 210（MPa）

機能維持
緊急時対策
所用発電機

応答加速度
（鉛直）

0.55（G） 1（G）

緊急時対策所
用制御盤

構造強度 取付ボルト 引張応力 147（MPa） 385（MPa）

機能維持
緊急時対策
所用制御盤

応答加速度
（水平）

0.65（G） 1.3（G）

緊急時対策所建屋に設置される代表機器の耐震評価結果

EL.(m)
最大応答加速度（cm/s2）

NS方向 EW方向 UD方向

51.00 732 766 700

43.50 690 736 665

37.00 671 692 631

30.30 650 656 595

23.30 630 631 530

20.80 626 627 524



地震対策-365

15．使用済燃料乾式貯蔵施設の耐震評価における具体的な応答解析手法

使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図（水平方向）

地盤物性 モデル名称

基本ケース 標準地盤 基本モデル

地盤物性の変動
による影響

標準地盤＋σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）

標準地盤－σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

せん断スケルトン曲線上の最大応答値

（要素番号BM02，NS方向）

○：基本モデル
△：地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）
◇：地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

BSBM
KH

Kθ

ND01

BSTP

ND02

ND03

杭及び基礎スラブの拘束効果を
考慮した薄層要素法による応答計算

一次元波動論
による応答解析

解放基盤表面
▽EL.-370m

基準地震動2E0
入射波E0

基礎スラブ底面位置の
応答波(2E)を入力

▽基礎スラブ底面

du層

Ag2層

D2c-3層

D2g-3層

Km層

・解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ（8波）に基づく入力地震動を質点系モデルに入力して地震応答解析を実施した。

・地盤物性のばらつきを考慮した使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震壁について，全ての基準地震動Ｓｓに対して各層のせん断ひずみ
を算出し，許容限界と比較した結果，せん断ひずみが全ての基準地震動Ｓｓの中で最大となるＳｓ－２２の場合においても，耐震壁
の最大せん断ひずみは1.82×10-3（要素番号BM02，地盤物性のばらつき（＋σ），NS方向，Ｓｓ－２２）であり，波及的影響を及ぼさ
ないための許容限界（4.0×10-3（終局点））を超えないことを確認した。



地震対策-366

15．使用済燃料乾式貯蔵施設の耐震評価における具体的な応答解析手法

使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震評価（1／3）

○ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価について

・使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価は，基準地震動Ｓｓに対して
支持機能を維持できることを確認するため，非線形はり－非線形
地盤ばねモデルを用いた非線形応力解析を実施する。

・水平地盤ばねは，水平載荷試験結果に基づき評価した水平地盤
反力係数に基礎指針に基づく群杭係数を乗じて評価する。

・全ての基準地震動Ｓｓによる建屋の地震応答解析で得られた建屋
の水平力の最大値を杭頭位置に，全ての基準地震動Ｓｓによる自
由地盤応答解析で得られた地盤変位の最大値を杭の水平地盤ば
ね位置に入力し，杭に発生する応力が許容限界を超えないことを
確認する。

・いずれの評価項目も検定比（発生値／許容値）が1を下回っており，
発生応力が許容限界を超えないことを確認した。
なお，杭の曲げに対する評価において，実際の許容限界は終局
曲率であるが，保守的に評価する観点から全塑性モーメントを許
容限界として設定し，杭に発生する曲げモーメントが全塑性モーメ
ントを超えないことを確認した。

杭の評価結果

評価項目 発生値 許容値 検定比 判定

鉛直支持力 1340 （kN/本） 2740 （kN/本） 0.490 可

引抜き力 404 （kN/本） 840 （kN/本） 0.481 可

曲げモーメント 2200 （kN・m/本） 2210 （kN・m/本） 0.996 可

せん断力 571 （kN/本） 2350 （kN/本） 0.243 可

地盤変位

杭の解析モデル図

建屋からの水平力

地盤変位

Ｍｐ ： 杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した
全塑性曲げモーメント

Φy´ ：全塑性モーメントに至る時の曲率
Φｕ ：杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した

終局曲率

杭の曲げモーメント－曲率（Ｍ－Φ）関係

Ｍｐ

Ｍ

0 Φｕ
Φ

Φy´



地震対策-367

15．使用済燃料乾式貯蔵施設の耐震評価における具体的な応答解析手法

使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震評価（2／3）

・各水平方向において軸力が最大となる最外端位置の
杭を対象とする。

・杭の評価に用いる水平地盤ばねは，水平載荷試験結
果に基づき評価した水平地盤反力係数に基礎指針に
基づく群杭係数を乗じて評価する。
・評価の際に乗じる群杭係数は，水平地盤ばね反力が
小さくなるよう，後方杭における群杭係数を前方杭にも
用いる。

杭伏図

〇 杭の評価における評価対象位置について 〇 杭の評価における保守性について

・杭応力に対する評価においては，
杭径及び板厚が同一の杭であ
ることから，1本の杭に代表させ
て評価を実施する。

・建屋からの水平力は，全ての基
準地震動Ｓｓによる地震応答解
析結果より得られた水平力の最
大値を杭１本あたりの荷重とし
て杭頭位置に入力する。

・地盤変位については，全ての基
準地震動Ｓｓに対する自由地盤
応答解析より得られる杭先端位
置に対する地盤の相対変位の
最大値を強制変位として水平地
盤ばね位置に入力する。

・Ss地震時に発生する曲げモーメ
ントは，杭頭位置で最大値を示
しており，この曲げモーメントに
対して許容値と比較し，評価を
実施した。

Ss地震時の杭応力分布
（曲げモーメント）

地盤変位

杭の解析モデル図

建屋からの水平力

地盤変位

杭位置による前方杭と後方杭の区分

加力方向

後方杭 前方杭

杭に作用する荷重条件が厳しくなる杭位置は，
加力方向に対して前方杭である。

杭に作用する荷重が保守的な条件となるよう，地
震波毎や作用位置毎ではなく，全ての最大値を取
るように設定した。

0 1000 2000 3000

工認 EW



地震対策-368

15．使用済燃料乾式貯蔵施設の耐震評価における具体的な応答解析手法

使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震評価（3／3）

○ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価について

・いずれの評価項目も検定比（発生値／許容値）が1を下回っており，発生応力が許容限界を超えないことを
確認した。
杭の曲げに対する評価において，実際の許容限界は終局曲率であるが，保守的に評価する観点から全塑
性モーメントを許容限界として設定し，杭に発生する曲げモーメントが全塑性モーメントを超えないことを確認
した。
なお，実際の許容限界である終局曲率に対する検定比は
0.246であり，1に対して十分な余裕を有しており，今回の
解析モデルにより杭を適切に評価できている。

杭の評価結果

評価項目 Ss地震時の発生値
許容値

（全塑性モーメント）
検定比

曲げモーメント 2200 （kN・m/本） 2210 （kN・m/本） 0.996

評価項目 Ss地震時の発生値 終局曲率
Ss地震時の発生値

／
終局曲率

曲率 0.389×10-2（1/m） 1.58×10-2（1/m） 0.246

Ｍｐ ： 杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した
全塑性曲げモーメント

Φy´ ：全塑性モーメントに至る時の曲率
Φｕ ：杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した

終局曲率

杭の曲げモーメント－曲率（Ｍ－Φ）関係

Ｍｐ

Ｍ

0 Φｕ
Φ

Φy´

0

1000
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0 0.005 0.01 0.015 0.02

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
(k
N
･m
）

曲率（1/m)

M‐φ関係
Ss地震時曲率
終局曲率

※杭に発生する曲げモーメントが全塑性モーメントに達する場合，曲げモーメントはその値で頭打ちとなるものの変形が進む（曲率
が大きくなる）ことでエネルギーを吸収していき，実際の許容限界である終局曲率に達する。
そのため，杭の曲げに対する評価では終局曲率に対して余裕のある結果であれば耐震設計上問題となるものではない。



地震対策-369

16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

耐震評価で有する保守性の概要

耐震評価において，以下に示す許容値の設定時に

おける余裕，許容値と発生値との差により生じる余裕，

発生値に算定時における余裕を有している。

（許容値の設定時における余裕）

㋐ 耐震設計時の判定の基準となる許容値は，実際に施設

（建物，機器等）が壊れる限界値に対し，保守性を持たせ

た値を設定

（許容値と発生値との差により生じる余裕）

㋑ 許容値に対して工学的な判断のもと持たせる余裕

（発生値の算定時における余裕）

㋒ 地震によって働く力を計算する過程で，評価値が非安全

側とならないように計算条件の設定等を保守的に設定

㋓ 耐震以外の条件や計算手法を保守的に設定

←㋒ 計算条件の余裕

←㋓ 耐震以外の余裕

㋑

㋐
許容値
（工認耐震計算書）

発生値

実際に地震によって

施設に働く力

終局耐力

㋐ 評価基準値の
工学的余裕

㋑ Ss応答の評価基
準値までの余裕

発
生
値
（
応
力
等
）

耐震評価で有する保守性（イメージ図）

工事計画の耐震計算書において，許容値と発生値との差

（上記㋑）が小さい格納容器の座屈評価について，耐震評価

で有する保守性として上記㋐，㋒，㋓による余裕を説明する。
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16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

原子炉格納容器の座屈評価における保守性（評価の流れ）

・ 原子炉格納容器の底部とフランジプレートとの接合部の

座屈評価において、発生値（0.98）に対して，許容値（１）が

近接している結果となっている。

・ 格納容器の座屈評価では、鉛直地震による許容値に対

する発生値の比率と水平地震による許容値に対する発生

値の比率の和が１以下であることを確認している。

Ｓｓ地震（８波）に対して建屋-機器
連成解析モデル（右図）を用いた地
震応答解析の実施

地震により生じる荷重（８波包絡条
件）を算出
・鉛直方向：自重＋軸圧縮荷重（Ｐ）
・水平方向：曲げモーメント（Ｍ）

荷重より応力の算出
・鉛直方向：軸圧縮応力（Ｐ／Ａ）
・水平方向：曲げ応力（Ｍ／Ｚ）

発生値の算定

α（Ｐ／Ａ）
ｆｃ

α（Ｍ／Ｚ）
ｆｂ

＋ ≦１

耐震評価

安全率（α）の考慮

格納容器の寸法をもとに規
格基準により許容値（ｆｃ，ｆ
ｂ）を設定

許容値の設定

建屋－機器連成解析モデル図

評価点（荷重算出箇所）

注 耐震計算の各段階では、評価結果が厳しくなるように各種条件を設定しており、以下

評価フローに示すとおり許容値の設定及び発生値の算定には保守性を有している。

評価対象
設備

評価項目 評価部位
応力
分類

発生値 許容値

原子炉
格納容器

構造強度
底部とフランジプ
レートとの接合部

座屈 0.98 1

評価フロー

許容値に
保守性を考慮
（㋐の余裕）

荷重算定結果
の保守性
（㋑の余裕）

荷重条件の包
絡値の適用
（㋓の余裕）

鉛直と水平地震の
最大値の組合せ
（㋓の余裕）
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16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

原子炉格納容器の座屈評価における保守性（㋐の余裕）

㋐ 耐震設計時の判定の基準となる許容値は，実際に施設が壊れる限界値に対し，保守性を持た
せた値を設定
・ 座屈評価に用いる許容値は，座屈に重要なパラメータR（半径）／ｔ（板厚）に対して，海外で
実施された広範な座屈実験により定められた下限曲線をもとに設定されている。
・ さらに格納容器の耐震評価に適用している座屈評価式では，安全率として1.5を考慮したも
のとなっている。

α（Ｐ／Ａ）
ｆｃ

α（Ｍ／Ｚ）
ｆｂ

＋ ≦１

Ｐ： Ss地震及び自重による軸圧縮荷重（Ｎ）
Ａ： 断面積（ｍｍ

２
）

Ｍ： Ss地震による曲げモーメント（Ｎ・ｍｍ）
Ｚ： 断面係数（ｍｍ

３
）

ｆｃ： 半径(Ｒ)／板厚(ｔ)の相関（Kc）により求まる軸圧縮応力に対する
許容値（ＭＰａ）

ｆｂ： Ｒ／ｔの相関により求まる曲げ応力に対する許容値（ＭＰａ）
α： 安全率（１．５）

格納容器のR/t

格納容器のR/t

Ｐ
（自重及び鉛直方向地震
による軸圧縮荷重）

Ｍ（水平方向地震に
よる曲げモーメント）

評価点

原子炉格納容器の座屈評価に適用する荷重

原子炉格納容器

【座屈の評価式】

許容値ｆｃの
算定に適用 許容値ｆbの

算定に適用

参考文献：原子力発電所耐震技術指針重要度分類・許容応力編JEAG4601・補‐1984

安全率1.5を
考慮 安全率1.5を

考慮
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16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

原子炉格納容器の座屈評価における保守性（㋒の余裕）

㋒ 地震によって働く力を計算する過程で，評価値が非安全側とならないように計算
条件の設定等を保守的に設定
・ 座屈評価に適用する荷重算定に用いる解析モデルは，質点重量等を保守的に
設定することで，安全側に大きな荷重として算定されるようにしている。
・ 解析による応答値の算出が保守的に算定されることは，財団法人原子力発電技
術機構多度津工学試験センター（当時）にて実施された大型振動台を用いた試
験結果との比較により確認がされている。

応 力

測定位置

実測値
設計解析値

内面 外面

サプレッション・チェンバ
基部シェル

2.8 3.7 7.2

円筒－円錐接合部 8.9 2.8 12.3

ＰＣＶ円錐部シェル 2.3 0.8 2.9

試験体全体概要図
（縮尺１：3.2）

PCV主要部の軸方向最大応力の比較（Ｓ２波加力）（単位:kgf/mm2）

試験体解析モデル（水平方向）

東海第二発電所解析モデル（水平方向）

東海第二発電所
の解析モデルで
は原子炉内部構
造物を詳細にモ
デル化している
が，その他のモ
デル化は試験体
解析モデルと同
様である。

【当該試験の概要】
➢ 当該試験では，試験より得られる発生応力（下表：実測値）と解析より得られる発生応力
（下表：設計解析値）とを比較し，解析より得られる発生応力が試験より得られる発生応
力を上回り安全側の結果となることを確認。

➢ この検討に用いた解析より得られる発生応力の算定は，東海第二発電所を含めＢＷＲプ
ラントで一般的に適用される建屋と機器とを連成させた解析モデルの応答を用いた評価
を適用
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16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

原子炉格納容器の座屈評価における保守性（㋓の余裕）

㋓ 耐震以外の条件や計算手法を保守的に設定

① 鉛直地震による最大値と水平地震による最大値との組合せ

・ 地震により発生する荷重は，交番的に発生する荷重であり最
大荷重は瞬間的に発生するため，水平方向地震による最大
荷重と鉛直方向地震による最大荷重が同時に発生することは
考えにくい。（図１）
・ 座屈評価では，水平方向地震により最大となる曲げ応力と鉛
直方向地震により最大となる軸圧縮応力が同時に発生するこ
とを考慮した保守的な評価を実施している。（図２）

②Ｓｓ地震（８波）の荷重条件の包絡値の適用

・評価に用いる荷重条件は，地震波ごとの荷重条件で評価する

のでなく，全ての地震波における最大値を用いている。

・水平方向地震において最大荷重となる地震波と鉛直方向地

震において最大荷重となる地震波とは異なっており保守的な

評価条件により評価を実施している。（表１）

‐250

‐200

‐150

‐100

‐50

0

50

100

150

200

250

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250

鉛直方向加速度（Gal）

水平方向加速度

（Gal）

水平方向の
最大加速度

鉛直方向の
最大加速度

図１ 原子炉建屋基礎上でリサージュ波形
（東北地方太平洋沖地震における例）

α（Ｐ／Ａ）
ｆｃ

α（Ｍ／Ｚ）
ｆｂ

＋ ≦１

自重及び鉛直方向
地震による軸圧縮
応力に対する評価

水平方向地震に
よる曲げ応力に
対する評価

Ｓｓ-D1 Ｓｓ-11 Ｓｓ-12 Ｓｓ-13 Ｓｓ-14 Ｓｓ-21 Ｓｓ-22 Ｓｓ-31 最大値＊

水平地震による
曲げモーメント（kN・m）

410000 175000 196000 203000 148000 363000 380000 566000
566000
(Ss-31)

鉛直地震による
軸圧縮（kN）

5100 4930 5200 5170 3720 6410 5670 1970
6410
(Ss-21)

図２ 座屈の評価式

表１ Ss地震波による地震応答解析結果

＊耐震評価には，当該値に地盤物性等のばらつきを考慮したもの適用している。
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16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

ブローアウトパネル閉止装置のチェーンの耐震評価

発生荷重 許容値

43.8kN 43.83kN

・ ブローアウトパネル閉止装置のチェーンは，加振試験結果を踏まえて設置した閂（かん
ぬき）により，構造上伸び量は に制限される。チェーンの地震時の発生荷重
（43.8kN）の算定は，この限界まで伸びたことを想定しており，基準地震動Ssによってこれ
よりも大きな値となることはない。

・ 許容値は，日本機械学会の設計・建設規格の許容荷重設定の考え方を適用し，実機に
適用する実際のチェーンを試験することにより設定している。今回の工認で用いた許容
値（43.83kN）は，チェーンの破断荷重に対して0.6倍した値に最高使用温度と試験温度と
の差を補正することにより設定しており，実際に破断するまでには余裕を有している。

設計・建設規格における許容荷重設定

許容荷重ＡＬは，次の計算式により計
算した値を超えないこと。
ＡＬ＝0.6ＴＬ×（Syd/Syt）

TL ：荷重試験により破損するおそれ
のある荷重（試験体３体のうち最
小値）

Syd/Syt：最高使用温度と試験温度との補
正値

チェーンの耐震評価結果

ブローアウトパネル閉止装置用チェーンの試験結果
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16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震評価

杭の評価結果

評価項目 発生値 許容値 検定比 判定

鉛直支持力 1340 （kN/本） 2740 （kN/本） 0.490 可

引抜き力 404 （kN/本） 840 （kN/本） 0.481 可

曲げモーメント 2200 （kN・m/本） 2210 （kN・m/本） 0.996 可

せん断力 571 （kN/本） 2350 （kN/本） 0.243 可

地盤変位

杭の解析モデル図

建屋からの水平力

地盤変位

Ｍｐ ： 杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した
全塑性曲げモーメント

Φy´ ：全塑性モーメントに至る時の曲率
Φｕ ：杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した

終局曲率

杭の曲げモーメント－曲率（Ｍ－Φ）関係

Ｍｐ

Ｍ

0 Φｕ
Φ

Φy´

○ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価について

・使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価は，基準地震動Ｓｓに対して
支持機能を維持できることを確認するため，非線形はり－非線形
地盤ばねモデルを用いた非線形応力解析を実施する。

・水平地盤ばねは，水平載荷試験結果に基づき評価した水平地盤
反力係数に基礎指針に基づく群杭係数を乗じて評価する。

・全ての基準地震動Ｓｓによる建屋の地震応答解析で得られた建屋
の水平力の最大値を杭頭位置に，全ての基準地震動Ｓｓによる自
由地盤応答解析で得られた地盤変位の最大値を杭の水平地盤ば
ね位置に入力し，杭に発生する応力が許容限界を超えないことを
確認する。

・いずれの評価項目も検定比（発生値／許容値）が1を下回っており，
発生応力が許容限界を超えないことを確認した。
なお，杭の曲げに対する評価において，実際の許容限界は終局
曲率であるが，保守的に評価する観点から全塑性モーメントを許
容限界として設定し，杭に発生する曲げモーメントが全塑性モーメ
ントを超えないことを確認した。
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16．耐震評価における具体的な保守性及び許容値等に対する余裕度

使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震評価

○ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価について

・いずれの評価項目も検定比（発生値／許容値）が1を下回っており，発生応力が許容限界を超えないことを
確認した。
杭の曲げに対する評価において，実際の許容限界は終局曲率であるが，保守的に評価する観点から全塑
性モーメントを許容限界として設定し，杭に発生する曲げモーメントが全塑性モーメントを超えないことを確認
した。
なお，実際の許容限界である終局曲率に対する検定比は
0.246であり，1に対して十分な余裕を有しており，今回の
解析モデルにより杭を適切に評価できている。

杭の評価結果

評価項目 Ss地震時の発生値
許容値

（全塑性モーメント）
検定比

曲げモーメント 2200 （kN・m/本） 2210 （kN・m/本） 0.996

評価項目 Ss地震時の発生値 終局曲率
Ss地震時の発生値

／
終局曲率

曲率 0.389×10-2（1/m） 1.58×10-2（1/m） 0.246 0

1000

2000

3000

4000

0 0.005 0.01 0.015 0.02

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
(k
N
･m
）

曲率（1/m)

M‐φ関係
Ss地震時曲率
終局曲率

Ｍｐ ： 杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した
全塑性曲げモーメント

Φy´ ：全塑性モーメントに至る時の曲率
Φｕ ：杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した

終局曲率

杭の曲げモーメント－曲率（Ｍ－Φ）関係

Ｍｐ

Ｍ

0 Φｕ
Φ

Φy´

※杭に発生する曲げモーメントが全塑性モーメントに達する場合，曲げモーメントはその値で頭打ちとなるものの変形が進む（曲率
が大きくなる）ことでエネルギーを吸収していき，実際の許容限界である終局曲率に達する。
そのため，杭の曲げに対する評価では終局曲率に対して余裕のある結果であれば耐震設計上問題となるものではない。



地震対策-377

17．ＰＨｂ(Post-Head-bar)工法の具体

ＰＨｂ(Post-Head-bar)工法の公的機関審査証明書

ＰＨｂ（Ｐｏｓｔ－Head－ｂar）工法は，平成17年（一財）土木研究センター1）

より建設技術審査証明を交付されている。
また，国土交通省の公共工事等における新技術活用システム2）の中核
となる新技術情報システム（NETIS）により，令和元年度の準推奨技術3）

として選定されている。

注記 1)一般財団法人土木研究センター
・昭和54年4月に設立
・土木に関する調査，試験及び研究の促進に努めるとともに，その成果の普及
を図り，もって国土建設技術の発展向上に寄与する目的で設立

2)民間企業等により開発された新技術を，公共工事等において積極的に活用し
ていくためのシステム
3)公共工事等に関する技術の水準を一層高めるために選定された画期的な新
技術で，推奨技術と位置付けるには更なる発展を期待する部分がある新技術

PHb（Ｐｏｓｔ－Head－bar）工法施工実績4）

対称施設 施工件数

道路・地下街 空港アクセス地下街・道路橋他 36件

浄化センター（ポンプ場合） 最終沈澱池，ポンプ室他 385件

鉄道 地下駅舎・トンネル部 11件

浄水場 配水池他 127件

水門 津波対策用防潮水門他 156件

排水機場 排水機場他 31件

排水路 地下排水路 14件

発電所・プラント 貯水池・水路他 6件

注記 4）PHb工法研究会資料より（H31年4月現在） PHb工法研究会ホームページより
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17．ＰＨｂ(Post-Head-bar)工法の具体

参考 取水構造物耐震評価結果

【後施工せん断補強筋（PHｂ工法）】

既存構造物の表面からＰＨｂドリルで削孔を行い，その孔内に専用
モルタルグラウトを充填後，後施工プレート定着型せん断補強鉄
筋（ＰＨｂ）を設置し，構造躯体と一体化をはかり，部材のせん断耐
力を向上させる工法である。取水構造物の鉄筋コンクリート部材
に対して，耐震性向上を目的として後施工せん断補強筋工法（ＰＨ
ｂ工法）による耐震補強を行う。

鋼管杭における最大照査値（せん断）

後施工せん断補強筋の適用部材

鉄筋コンクリート部材における最大照査値（せん断）

評価
位置

解析
ケース

地震動

断面形状(mm)
鉄筋仕
様 照査用

せん断
力

せん断
耐力

照査値

部材幅 部材高 有効高
PHbせん
断補強筋

b (mm) h (mm) d (mm) Vd (kN) Vyd (kN)
γi･
Vd/Vyd

中底版 ④ Ｓｓ－Ｄ１ 1000 1000 925 － 293 422 0.695

評価
位置

解析
ケース

地震動
照査用せん断力 終局せん断耐力 照査値

Qd (kN) Qu (kN) γi･Qd/Qu

杭⑪ ④ Ｓｓ－Ｄ１ 1965 2904 0.677

【地盤改良体（薬液注入）】

構造物の側方及び深部の地盤に対し，地盤改良（薬液注入）を実
施することで，構造物及び鋼管杭に作用する地震時土圧を低減す
る。

○ 左記補強結果を踏まえた評価結果
照査値は1を下回り，許容値を満足することを確認した。

地盤改良範囲（ 部）

PHb工法の概要
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

動的機能維持に関する要求について

機器・配管系の耐震健全性では，構造強度評価により強度的に問題がないことを確認すること
に加え，動的機能要求がある設備に関しては地震発生によっても問題なく動作することも確認して
いる。

動的機能維持の確認については，予め動作が確認された加速度（機能確認済加速度）に対して
基準地震動Ｓｓによる加速度が超えないことの確認，又は機能確認済加速度がない設備は，加振
試験により動的機能が維持できることを確認している。

本資料では加振試験により動的機能の維持を確認した設備について説明する。

①予め動作が確認された加速度を有する設備区分
・ポンプ
・ポンプ駆動用タービン（ＲＣＩＣ用）
・電動機
・ファン
・ダンパ
・非常用ディーゼル発電機
・弁
・制御棒
・電気品

②加振試験により動的機能の維持を確認した設備区分
・ブローアウトパネル閉止装置
・常設高圧代替注水系ポンプ
・車両型設備
・可搬型設備
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

加振試験に用いる加振波の策定

○日本電気協会原子力発電所耐震設計技術指針１９９１年版（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）における加振波の選
定方針

ＪＥＡＧ４６０１において加振波の選定方針が以下のとおり示されている。

○東海第二発電所の加振波のＪＥＡＧ４６０１への適合状況

東海第二発電所では，この要求を満足するように加振波を策定した上で加振試験を適用している。なお，加振波
の策定には，地盤物性等のばらつきを考慮した設備評価用床応答曲線を適用している。

ＪＥＡＧ４６０１の記載要約

評価対象機器に適用する設計用床応答曲線と等価な加振波を選定することが望ましく，全周期範囲にわたって，設計用
床応答曲線と等価な加振波とすることが困難な場合には，少なくとも評価対象機器の主要な固有周期が存在する領域に
ついて設計用床応答曲線と等価な加振波を選定する必要がある。

なお，１次固有周期が卓越する機器については正弦波による試験を行ってもよい。

評価対象機器

設置床

設置床の設備評価用
床応答曲線を上回る
応答曲線になるように
加振波を策定する。

加
速
度

固有周期

設置床の設備評価用床応答曲線
加振波の応答曲線

全周期範囲にわたって加振波の応答曲線が
設備評価用床応答曲線を上回っているケースの例

加
速
度

固有周期

設置床の設備評価用床応答曲線
加振波の応答曲線

評価対象機器の固有周期の範囲において加振波の応答曲
線が設備評価用床応答曲線を上回っているケースの例

評価対象機器
の固有周期

評価対象機器の固有周
期がないため，加振波
の応答曲線が設置床の
設備評価用床応答曲線
を下回っても加振試験の
結果に影響しない。
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

ブローアウトパネル閉止装置の加振試験結果（1／2）

ブローアウトパネル（ＢＯＰ）閉止装置の動的
機能維持の確認について，実機大の加振試験
装置を用いた模擬地震波による加振試験によ
り行った。

原子炉建屋６階 原子炉建屋５階

ブローアウトパネル

ブローアウトパネル配置図

模擬地震波の時刻歴波形

ブローアウトパネル閉止装置加振試験装置

約
6
.5
m

約14.7mX Y

Z

扉
BOP
開口部

ブローアウトパネル外形図

ＢＯＰ閉止装置

加振台仕様 ・寸法：20m×15m

・最大積載量：1200t

・加振台：防災科学研究所

（Ｅ－ディフェンス）

加振方向 ３軸（X/Y/Z）同時加振

試験体（縮尺） 実機相当（1／1）

加振試験等の条件
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

ブローアウトパネル閉止装置の加振試験結果（2／2）

○ 加振試験の妥当性
ＢＯＰ閉止装置の固有周期範囲において，加振波の
応答曲線（図の赤線）は，ブローアウトパネル閉止装置
の設置位置である原子炉建屋の設備設計用床応答曲
線（図の黒線）を超えていることを確認した。

○ 加振試験結果
各部に破損等の異常は確認されず，ブローアウトパネ
ル閉止装置の耐震健全性が確認された。加振試験後に
おいても，気密性が確保でき，原子炉建屋原子炉棟の
気密性能も確保できることを確認した。

床応答曲線の比較図（扉開時）

区分
（扉状態）

試験項目 結果

加振試験
（扉開状態）

作動確認
・扉閉操作
・電動での扉開閉確認
・手動での扉開閉確認

良好

気密性能試験 良好

加振試験
（扉開状態）

作動確認
・電動での扉開閉確認
・手動での扉開閉確認

良好

気密性能試験 良好

ｃ
ｖ
A4

X Y

Z

A2

扉 BOP
開口部

ＢＯＰ閉止装置加振試験結果
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

常設高圧代替注水系ポンプの加振試験結果（1／2）

常設高圧代替注水系ポンプの動的機能維持の確認について，実機大の加振試験装置を用い
た模擬地震波による加振試験により行った。

常設高圧代替注水系ポンプ加振試験装置

常設高圧代替注水系ポンプ外形図

模擬地震波の時刻歴波形

常設高圧代替注水ポンプ

加振台仕様 ・寸法：3m×3m

・最大積載量：15t

・加振台：英国Bristol大学

加振方向 ３軸（X/Y/Z）同時加振

試験体（縮尺） 実機相当（1／1）

加振試験等の条件
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

常設高圧代替注水系ポンプの加振試験結果（2／2）

○ 加振試験の妥当性
振動特性の把握試験から当該ポンプの有する固有周期は，十分な剛構造（固有振動数として２０Ｈｚ以上）であ
ることが確認できたため，最大加速度の比較より加振試験の妥当性確認を行った。加振波の最大加速度が，設置
床の最大加速度以上であることを確認した。

○ 加振試験結果
加振試験後の動作試験にて性能上問題ないこと，分解点検等により各部品に損傷が確認されず常設高圧代替
注水系ポンプの耐震健全性が確認された。

試験項目 結果

漏えいのないこと 良好

構造上損傷のないこと 良好

加振中にガバナが許容値以上変位しな
いこと

良好

トリップ装置が誤作動しないこと 良好

動作試験として加振試験前後の性能比
較により機器の健全性及び動作性に異
常がないこと

良好

分解点検の外観目視試験により損傷の
ないこと

良好

常設高圧代替注水系ポンプ加振試験結果

方向
固有周期
(Ｓ)

固有振動数
（Ｈｚ）

Ｘ

Ｙ

Ｚ

各方向の固有周期

方向
設置床の
最大加速度

加振波の
最大加速度

Ｘ 0.72

Ｙ 0.72

Ｚ 0.75

最大加速度の比較



地震対策-385

18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

車両型設備の加振試験結果（1／2）

車両型設備の動的機能維持の確認について，実機適用する同型式の車両を用いた模擬地震
波による加振試験により行った。車両型設備のうち常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）を代
表して説明する。

常設代替高圧電源装置加振試験装置

常設代替高圧電源装置外形図

模擬地震波の時刻歴波形

《車両型設備一覧》 ・常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）
・常設代替高圧電源装置（No.6）
・可搬型代替注水大型ポンプ
・可搬型代替注水中型ポンプ
・可搬型代替低圧電源車及び窒素供給装置用電源車
・窒素供給装置
・タンクローリ

水平方向

鉛直方向

常設代替高圧電源装置

加振台仕様 ・寸法：20m×15m
・最大積載量：1200t
・加振台：防災科学研究所

（Ｅ－ディフェンス）

加振方向 ３軸（X/Y/Z）同時加振

試験体（縮尺） 実機相当（1／1）

加振試験等の条件
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

車両型設備の加振試験結果（2／2）

○ 加振試験の妥当性
加振波の応答曲線（図の赤線）は，常設代替高圧電源装置の設置位置である常設代替高圧電源装置置場の
設備評価用床応答曲線（図の黒線）を超えていることを確認した。

○ 加振試験結果
加振試験中において車両が転倒しないこと，また加振後の定格運転において発電機能が維持等の確認をする
ことで，耐震健全性が確認された。

常設代替高圧電源装置加振試験結果

床応答曲線の比較図

設備名称 確認事項

常設代替
高圧電源
装置

・加振試験により，車両型設備が転倒していな
いことを確認した。また，加振時に固縛装置
が作用していることから，固縛装置も健全で
あることを確認した。
・外観点検を行い，常設代替高圧電源装置の
必要な機能に影響する損傷，燃料漏えい等
の異常が無いことを確認した。
・定格運転状態において，異常な振動，異音
等の不具合が無いこと，発電機能が維持さ
れていることを確認した。
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

可搬型設備の加振試験結果（1／2）

可搬型設備の動的機能維持の確認について，実機適用する同型式の設備を用いた模擬地震
波による加振試験により行った。可搬型設備のうち電離箱サーベイ・メータを代表して説明する。

可搬型設備の加振試験

可搬型設備（電離箱サーベイ・メータ）収納状況図

模擬地震波の時刻歴波形

《可搬型設備一覧》 ・緊急時対策所エリアモニタ ・可搬型気象観測設備 ・無線連絡設備（携帯型）

・可搬型モニタリング・ポスト ・可搬型気象観測設備端末 ・携行型有線通話装置

・可搬型モニタリング・ポスト端末 ・可搬型計測器（温度，圧力，水位及び流量計測用） ・逃がし安全弁用可搬型蓄電池

・可搬型ダスト・よう素サンプラ ・可搬型計測器（圧力，水位及び流量計測用） ・衛星電話設備（可搬型）（待避室）

・β線サーベイ・メータ ・酸素濃度計 ・可搬型照明（ＳＡ）

・ＮａＩシンチレーションサーベイ・メータ ・二酸化炭素濃度計 ・小型船舶

・ＺｎＳシンチレーションサーベイ・メータ ・データ表示装置（待避室） ・可搬型整流器

・電離箱サーベイ・メータ ・衛星電話設備（携帯型）

水平方向

鉛直方向

電離箱サーベイ・メータ

加振台仕様 ・寸法：4m×3m
・最大積載量：7t
・加振台：
（株）NTTファシリティーズ

加振方向 ３軸（X/Y/Z）同時加振

試験体（縮尺） 実機相当（1／1）

加振試験等の条件
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18．加振試験に係る具体的な試験条件とその保守性

可搬型設備の加振試験結果（2／2）

○ 加振試験の妥当性
加振波の応答曲線（図の赤線）は，電離箱サーベイ・メータの設置位置である緊急時対策所建屋の設備評価用
床応答曲線（図の黒線）を超えていることを確認した。

○ 加振試験結果
加振試験中において収納ラックが転倒しないこと，また加振後に正常に動作することを確認した。

電離箱サーベイ・メータ加振試験結果

設備名称 確認事項

電離箱
サーベ
イ・メータ

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと
固縛に使用しているスリングが健全であり，
転倒していないことを確認した。
・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確
認した。
・各動作が正常に動作することを確認した。

床応答曲線の比較図
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19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

設計基準対象施設の耐震重要度分類及び設計方針（1／3）

・設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への
影響を防止する観点から，各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度に応じて，定められた該当
施設（設置許可基準規則の解釈）により，東海第二発電所の各施設の耐震重要度を定めている。

➢ Ｓクラス：周辺公衆への放射線被ばくの影響が大きいもの
➢ Ｂクラス：上記より比較的影響が小さいもの
➢ Ｃクラス：Ｓクラス及びＢクラス以外のもの

耐震

重要度
該当する施設

Ｓクラス ・ 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系

・ 使用済燃料を貯蔵するための施設

・ 原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設，及び原子炉の停止状態を維持する

ための施設

・ 原子炉停止後，炉心から崩壊熱を除去するための施設

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，炉心から崩壊熱を除去するための施設

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に，圧力障壁となり放射性物質の放散を直接防ぐための施設

・ 放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部放散を抑制するための施設であり，上記の「放射性物

質の放散を直接防ぐための施設」以外の施設

・ 津波防護機能を有する設備及び浸水防護機能を有する設備＊

・ 敷地における津波監視機能を有する施設＊

Ｂクラス ・ 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて，一次冷却材を内蔵しているか又は内蔵し得る施設

・ 放射性廃棄物を内蔵している施設

・ 放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で，その破損により，公衆及び従事者に過大な放射線被ば

くを与える可能性のある施設

・ 使用済燃料を冷却するための施設

・ 放射性物質の放出を伴うような場合に，その外部放散を抑制するための施設で，Ｓクラスに属さない施設

Ｃクラス ・Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求さ

れる施設

＊：福島第一原子力発電所事故で得られた教訓を踏まえて，新たに耐震Sクラスとなった施設



地震対策-390

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

設計基準対象施設の耐震重要度分類及び設計方針（2／3）

・ 耐震重要度の分類の考え方を耐震Ｓクラスである残留熱除去系ポンプを例に示す。 主に機能が要求される耐震Ｓクラス設備（残留
熱除去系ポンプ）に加え，当該設備の動作に必要な補助設備として，非常用ディーゼル発電装置，原子炉制御操作盤，メタルクラッ
ド開閉装置についても，同様の耐震重要度に分類し，耐震Ｓクラスとしての耐震健全性の確認を行っている。

・また，耐震Ｓクラス設備が設置されている建物として，原子炉建屋は，耐震Ｓクラス設備の機能が維持できるように基準地震動Ｓｓに
より耐震評価を行い健全性を確認している。なお，タービン建屋は耐震Ｃクラスであるが，耐震重要度が高い設備が設置された原子
炉建屋に近接するため，基準地震動Ｓｓによって，原子炉建屋に衝突しないことを確認している。

格納容器

サプレッション・プール

原子炉
圧力
容器

タービンへ

耐震Ｓクラスの
残留熱除去系ポンプ

原子炉制御操作盤
（耐震Ｓクラス）

原子炉建屋
（耐震Ｓクラスの設備
が設置される建物とし
てＳｓに対する健全性
を確認）

タービン建屋
（耐震Ｃクラスであるが， 原子炉建屋に近接する
ため地震により衝突しないことを確認している。）

タービン建屋に耐震Ｓクラス
の設備は設置されていない

非常用ディーゼル
発電装置

（耐震Ｓクラス）

メタルクラッド開閉装置
（耐震Ｓクラス）

＊１ 波及的影響の観点による耐震
健全性

耐震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスに
属する施設の損傷等によって，耐
震Ｓクラス施設の機能に影響を与
えないように基準地震動Ｓｓを用い
た評価により耐震Ｓクラス施設の
機能に影響を及ぼさないことを確
認する。

主要設備 補助設備 設置される建屋
波及的影響を＊１
考慮すべき設備

適用範囲
耐震
重要度
分類

適用範囲
耐震
重要度
分類

適用範囲
確認用
地震動

適用範囲
確認用
地震動

残留熱除去系ポンプ Ｓ ポンプ運転に必要な電気計装設備
・非常用ディーゼル発電装置
・メタルクラッド開閉装置
・原子炉制御操作盤

Ｓ 原子炉建屋 Ｓｓ タービン建屋 Ｓｓ



地震対策-391

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

設計基準対象施設の耐震重要度分類及び設計方針（3／3）

評価対象施設 評価項目 評価部位 応力分類 単位 発生値 許容値

残留熱除去系ポンプ

構造強度 バレルケーシング 一次一般膜応力 ＭＰａ 59 223

機能維持 ポンプ/原動機
応答加速度

（鉛直）
Ｇ 0.75 1

非常用ディーゼル発電装置

構造強度
反直結側軸受台部

基礎ボルト
引張応力 ＭＰａ 82 182

機能維持

発電機/

機関本体/

ガバナ

応答加速度

（鉛直）
Ｇ 0.75 1

メタルクラッド開閉装置

構造強度 取付ボルト 引張応力 ＭＰａ 25 210

機能維持
メタルクラッド

開閉装置2D

応答加速度

（鉛直）
Ｇ 0.8 1

原子炉制御操作盤

構造強度 取付ボルト 引張応力 ＭＰａ 31 210

機能維持
原子炉制御

操作盤

応答加速度

（水平）
Ｇ 1.11 2.20

原子炉建屋 構造強度 耐震壁 せん断ひずみ ×10－３ 0.6 2.0

タービン建屋
波及的

影響

原子炉建屋に衝突

しないこと
相対変位 mm 33.2 50

○ 残留熱除去系ポンプ及びその補助設備（非常用ディーゼル発電装置，メタルクラッド開閉装置及び原子炉制御
操作盤），さらに設備が設置される原子炉建屋について，構造強度及び機能維持評価の結果，基準地震動Ｓｓ
による発生値が許容値を下回ることを確認した。

○タービン建屋は，基準地震動Ssによって波及的影響を及ぼさないことを確認するとともに，原子炉建屋に衝突し
ないことを確認した。

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜



地震対策-392

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

建屋の設置状況

・原子炉建屋は，地震力に対し十分な支持性能を有する地盤に
支持することを目的として，人工岩盤（コンクリート造

＊
）を介し

て岩盤に設置している。
＊：設計基準強度Fc＝13.7（N/mm2）

原子炉建屋の地震応答解析結果

評価項目 Ss地震時の発生値 許容値 検定比

最大せん断ひずみ 0.60×10-3 2.0×10-3 0.30

〇原子炉建屋 〇使用済燃料乾式貯蔵建屋

・使用済燃料乾式貯蔵建屋は，地震力に対し十分な支持性能を
有する地盤に支持することを目的として，鋼管杭を介して岩盤
に設置している。

使用済燃料乾式建屋の設置状況図

杭の評価結果

評価項目 発生値 許容値 検定比

鉛直支持力 1340 （kN/本） 2740 （kN/本） 0.490

引抜き力 404 （kN/本） 840 （kN/本） 0.481

曲げモーメント 2200 （kN・m/本） 2210 （kN・m/本） 0.996

せん断力 571 （kN/本） 2350 （kN/本） 0.243

▽地表（＝標高8m）

岩 盤

鋼管杭

基礎スラブ

原子炉建屋の設置状況図

岩　盤

人工岩盤

地表（＝標高 8m）

基礎スラブ

▽地表（＝標高8m）



地震対策-393

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

（参考）耐震重要度分類表（1／5）



地震対策-394

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

（参考）耐震重要度分類表（2／5）



地震対策-395

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

（参考）耐震重要度分類表（3／5）



地震対策-396

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

（参考）耐震重要度分類表（4／5）



地震対策-397

19．安全機能を有する構築物，系統及び機器に関する耐震設計方針（重要度分類等含む）

（参考）耐震重要度分類表（5／5）



地震対策-398

20．機器・配管等の具体的な耐震補強対策等

耐震評価に適用する地震力

ＤＢ/ＳＡ 施設区分
静的地震力（注1） 動的地震力（注1）（注２）

水平 鉛直 水平 鉛直

設計基準対象施
設

建物・構築物（注３）

機器・配管系
Ｓ 建物：3.0 Ci（注４）

機器：3.6 Ci
建物：1.0 Cv（注５）

機器：1.2 Cv
ＳＳ，Ｓｄ ＳＳ，Ｓｄ

Ｂ 建物：1.5 Ci（注４）

機器：1.8 Ci
－ Ｓｄ×1／２（注６） Ｓｄ×1／２（注６）

Ｃ 建物：1.0 Ci（注４）

機器：1.2 Ci
－ － －

土木構造物 Ｃ 1.0 Ci（注４） － ＳＳ（注７） ＳＳ（注７）

津波防護施設
浸水防止設備
津波監視設備

Ｓ － － ＳＳ ＳＳ

重大事故等
対処施設

常設耐震重要重大事故防止設備
可搬型重大事故防止設備

－ － ＳＳ ＳＳ

常設重大事故緩和設備
可搬型重大事故緩和設備

－ － ＳＳ ＳＳ

常設耐震重要重大事故防止設備
以外の常設重大事故防止設備

代替する設備の耐震クラス（Ｂクラス又はＣクラス）に対する地震力

（注１） 機器・配管系については設置された床の応答を入力とする。
（注２） ＳＳ：基準地震動ＳＳにより定まる地震力

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力
（注３） 建物・構築物の保有水平耐力は，必要保有水平耐力に対して，施設の耐震重要度分類に応じた妥当な安全余裕を有していることを確認する。必要保有水平耐力の算定においては，地震層

せん断力係数に乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数はS，B，Cクラスともに1.0とし，その際に用いる標準せん断力係数Coは耐震重要度分類にかかわらず1.0とする。
（注４） Ｃｉ＝Ｒｔ・Ａｉ・Ｃｏ （Ｒｔ：振動特性係数0.8 Ａｉ：Ｃｉの分布係数Ｃｏ：標準せん断力係数0.2）
（注５） Ｃｖ＝Ｒｖ・0.3 （Ｒｖ：鉛直方向振動特性係数0.8）
（注６） 地震動に対して共振のおそれのある施設について適用する。
（注７） 屋外重要土木構造物（非常用取水設備，Ｓクラスの機器・配管系を支持する土木構造物）に適用する。

○ 各施設の重要度に応じて，以下に定める地震力に対して，健全性が確保できるように設計する。また，
既設設備については，基準適合のため必要に応じて耐震補強を行った上で，基準地震動Ｓｓに対する
健全性を確保する。



地震対策-399

20．機器・配管等の具体的な耐震補強対策等

耐震補強の実施内容

各施設の耐震評価は，基準地震動Ｓｓ等に基づく
設計用地震力から算定される発生値に対して許容
値以下であれば，構造物の健全性が確認でき，評
価が終了となる。一方で発生値が許容値を上回れ
ば，耐震補強を実施することで発生値の低減や許
容値の向上を図ることになる。

詳細な評価の内容を格納容器スタビライザ及び配
管系を代表として説明する。

耐震評価の概略フロー

設計用地震力
（Ｓｓ，Ｓｄ，Ｃｉ）

地震応答解析，定式
化された評価式

発生値（荷重，応力，
加速度等）の算定

評価終了

発生値が
許容値以下か

Yes

No

耐震補強

施設・設備名称 目 的 耐震補強内容

機器・

配管系
格納容器スタビライザ

フランジボルトの許容

限界値の向上
高強度材料適用

原子炉建屋クレーン
地震時落下防止による

波及的影響防止
落下防止対策の追設

燃料取替機
地震時落下防止による

波及的影響防止
ガーダ等の部材強化

配管系 支持機能強化
サポートの追加

及び補強

残留熱除去系熱交換器 支持機能強化
架台部への耐震補強サ

ポート追設

水圧制御ユニット 支持機能強化 架構部への補強梁追加

格納容器シアラグ部
格納容器とシアラグ取

付け部の応力低減対策
シアラグ部への補強材追加

使用済燃料乾式貯蔵容器 支持機能強化
支持構造物の部材のサイズ

変更及び高強度材料適用

建物・

構築物
主排気筒 支持機能強化

鉄塔部への支持部材の追

加及び地盤改良

地下排水設備 地盤の変位の抑制 地盤改良

土木

構造物 貯留堰取付護岸

地震時の護岸構造健

全性維持による貯留堰

への波及的影響防止

地盤改良

屋外二重管基礎構造
屋外二重管の支持機

能強化

屋外二重管を支持する基礎

構造の追設

取水構造物
地震時の取水構造物

の健全性維持
地盤改良



地震対策-400

20．機器・配管等の具体的な耐震補強対策等

配管系の耐震評価及び耐震補強の例

設備評価用床応答曲線の例
（原子炉建屋 ＥＬ.20.3m 減衰2.0%）

配管系の耐震補強の例（原子炉再循環系配管）
・配管本体の耐震性確保のためサポートの追加を実施する。
・サポートの耐震性確保のためサポートの補強を実施する。

配管系の耐震評価による設計手順

サポート計画の見直し
（配管の応力低減のため
サポートの追加を実施）

地震荷重
・モーメント（配管本体の評価に適用）

・サポート支持部の反力（サポート評価に適用）

地震応答解析
（３次元はりモデルの適用）

終 了

No

Yes

配管本体の評価
（許容応力＞発生応力）

サポート強度評価
（許容応力＞発生応力）
（許容荷重＞発生荷重）

サポート補強

No

Yes

設計用地震力
（設備評価用床応答曲線の適用）

基準地震動Ｓｓ

配管の内圧及び
自重の考慮

地震応答解析に適用する３次元はりモデル

一次応力（ＭPa） 一次＋二次応力（ＭPa） 疲労

累積

係数
一次

応力

許容

応力

曲げとねじり

応力

許容

応力

一次＋

二次応力
許容応力

182 252 138 273 718 ＊ 342 0.1827

配管本体の耐震評価結果

サポートの耐震評価結果

サポート種類 発生
荷重(kN)

許容
荷重(kN)

オイルスナッバ 1430 1500

ロッドレストレイント 852 1080

スプリングハンガ 58.4 72.9

コンスタントハンガ 180.0 207.9

＊ 一次＋二次応力が許容応力を超えているが，規格要求に基づき疲労累積係数が１以内

であることを確認している。



地震対策-401

20．機器・配管等の具体的な耐震補強対策等

格納容器スタビライザの耐震評価及び耐震補強の例

建屋－機器連成解析モデルを用いた地震応答解析
格納容器スタビライザの耐震評価による設計手順

格納容器スタビライザ
をモデル化し，当該部位
に発生する荷重を算出

建屋－機器連成解析モデル

Ａ Ａ

Ａ－Ａ矢視

格納容器スタビライザ

格納容器スタビライザ
位置の荷重算定

Yes

格納容器スタビライザ
の耐震評価

（許容応力＞発生応力）

終 了

耐震補強

No

地震応答解析
（建屋－機器連成解析モデ

ル）

設計用地震力
（時刻歴応答波の適用）

基準地震動Ｓｓ

Ｂ部

トラス原子炉遮蔽
フランジボルト

Ｃ

Ｃ
Ｂ部詳細 Ｃ－Ｃ矢視

格納容器スタビライザの耐震補強
格納容器スタビライザの構成部材（評価部位）であるフランジボルトの材質
を高強度材料（ＳＣＭ３→ＳＮＢ２４－１）に変更

評価部位 発生応力 許容応力

フランジボルト 509 ＭPa 534 MPa



地震対策-402

20．機器・配管等の具体的な耐震補強対策等

機器配管系における設計用地震力の増大に対する影響（1／2）

原子炉圧力容器 ポンプ 配 管

・ 各設備の構造的な特徴によって地震による揺れがどのように影響を受けるかで，設計用地震力に対する影

響が変わる。代表的な設備として，原子炉圧力容器，ポンプ，配管に対して，地震の揺れの影響の受け易さ
により，建設時から設計用地震力の増大による設備への影響を概略的に示す。

水平方向の地震に対して
は，長尺構造であるため
揺れ易い傾向となる。

鉛直方向の地震に対し
ては，厚肉容器であり，
揺れ難い傾向となる。

モータを含むポンプは基礎に固定され
ており，水平方向及び鉛直方向の地
震に対して揺れ難い傾向となる。

配管は，水平方向，鉛直方向に３次元的
な広がりをもって施工されているため，水
平方向の地震及び鉛直方向の地震の両
方に揺れ易い傾向となる。



地震対策-403

20．機器・配管等の具体的な耐震補強対策等

機器配管系における設計用地震力の増大に対する影響（2／2）

○ 地震に対して揺れ易い特徴を持つ設備（柔設備）に対する設計用地震力の増大による影響
・ 水平方向：周期によって今回工認（基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ）と建設時の設計用地震力の大小が変わる。

➢ 原子炉圧力容器の固有周期位置では，ほぼ変わらないため耐震性への影響はない。
➢ 配管系は，複数の固有周期を持っており，一部周期帯（0.1秒超）では影響を受ける。【→耐震補強にて対応】

・ 鉛直方向：建設時の値よりも今回工認の値のほうが大きいため，影響を受ける。【→耐震補強にて対応】

○ 地震に対して揺れ難い特徴を持つ設備（剛設備）に対する設計用地震力の増大による影響
・ 水平方向：建設時と今回工認の値はほぼ変わらないため，設備の耐震性への影響はない。
・ 鉛直方向：建設時の値よりも今回工認の値のほうが大きいが，数値として小さく耐震性への影響はほぼない。

標高

水平方向の設計用地震力（震度）

建設時 今回工認

評価
条件
×1.5

評価
条件

静的
震度

Ss Sd
静的
震度

原子炉建屋
基礎上
（EL.-4.0m）

0.795 0.53 0.576 0.58 0.31 0.58

標高

鉛直方向の設計用地震力（震度）

建設時 今回工認

評価
条件
×1.5

評価
条件

静的
震度

Ss Sd
静的
震度

原子炉建屋
基礎上
（EL.-4.0m）

－ － 0.29 0.60 0.32 0.29

配管

原子炉圧力容器

配管

原子炉建屋基礎上（EL.-4.0m）の床応答スペクトル（水平方向） 原子炉建屋基礎上（EL.-4.0m）の床応答スペクトル（鉛直方向）

＊建設工認用評価条件は，

静的震度の値を全ての周
期の値として図を作成した。

＊
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原子炉圧力容器の耐震評価

・原子炉圧力容器の耐震評価のうち，基礎ボルトの耐震評価に用いた建設時工認及び新規制基準による工認に
おける地震時の荷重を例示として示す。

せん断力
（Ｑ）

建設時工認
による応力値
(MPa)

新規制工認
による応力値
(MPa)

許容値
(MPa)

引張応力 90 118 491

せん断応力 7＊ 16 378

鉛直方向
地震

（加速度）

曲げモーメント（Ｍ）

③地震以外の荷重
（新規制工認での値）

④基礎ボルトの応力算定①建屋－機器連成解析

水平方向解析モデル 鉛直方向解析モデル

②基準地震動ＳＳの荷重を算出

建設時工認 新規制工認

水平方向
地震

せん断力Ｑ （kN） 5960 8340

曲げモーメントＭ （kN・m） 91400 52600

鉛直方向
地震

重力加速度±鉛直方向
地震による加速度（Ｇ）

0.71：下向き＊

(1±0.29)
-0.40：上向き＊

(1±1.4)

鉛直方向荷重Ｎ（kN）

地震以外
（自重＋制御棒挿入

時の荷重）

26200（最大）
1030（最小）

＊鉛直方向地震は，数値が小さいほうが原子炉圧力容器が浮き上がるように考慮され基礎ボ

ルトの評価が厳しい結果となる。また，評価に際して当該加速度と原子炉圧力容器総重量と
の積により鉛直荷重（Ｎ）を算出する。

引張応力は下図において，以下の関係が成り立っており，σｔ，σｃ，αを繰り返
し計算により求める。 せん断応力はせん断力を基礎ボルト断面積を除するこ

とにより求める。

中立軸の位置と応力の関係
σｔ／（ｎ・σｃ）＝（１＋ｃｏｓα）／（１－ｃｏｓα）

Ｎ＋Ｗｔ－Ｗｃ＝０
Ｍ－Ｎ・ｒ・ｃｏｓα－Ｍｔ－Ｍｃ＝０

＊建設時工認では基礎部の摩擦の効果を考慮している。
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配管のサポート補強について

代表的なサポートの例

架構式レストレイント オイルスナッバ

地震及び熱による変位を拘
束するため，熱膨張をしない
低温用の配管に適用する。

熱膨張のような緩やかな変
位に対しては拘束せず，地
震のように急激な変位は拘
束するため，熱膨張による伸
びが大きな高温用の配管に
適用する。

・配管本体は自重や地震による揺れに対して耐えるようにサポートにより支持する。配管系の耐震補強は，配管本
体の発生値を低減させる目的としてサポートの追加，既往サポートの発生値を低減させる目的としてサポートの
補強を実施する。
・高温となる配管に対しては熱膨張による配管の伸びを拘束しないように使用環境に応じた構造のものを適切に選
定する。

配管系の耐震補強の例（原子炉再循環系配管）
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（参考）配管系の耐震評価

JEAG４６０１によるクラス１管の一次応力の評価式

(a) 直管部（管台及びティー継手を除く）

(b) 管台及びティー継手を除く

r

rpr

b

bpb
prm Z

MB
Z
MBPDBS 2201

2


t

i

ip
prm Z

MBPDBS 201
2


t

【凡例】
Sprm ： 一次応力（MPa）
P ： 地震と組み合わせるべき運転状態において配管に作用する圧力（MPa）
D0 ： 管の外径（mm）
t ： 管の厚さ（mm）
Zi ： 管の断面係数（クラス１配管）（mm3）
Zb ： 管台又はティー継手に接続される分岐管の断面係数（mm3）
Zr ： 管台又はティー継手に接続される主管の断面係数（mm3）
Mip ： 管に生じる自重及び地震によるモーメント（N･mm）
Mbp ： 管台又はティー継手に接続される分岐管に生じる自重及び地震による

モーメント（N･mm）
Mrp ： 管台又はティー継手に接続される主管に生じる自重及び地震によるモ

ーメント（N･mm）
B1,B2,B2b,B2r：応力係数（設計･建設規格PPB-3810に定める値）

許容応力

状 態

一次一般膜

応力

一次応力

（曲げ応力を含む）

一次＋

二次応力

一次＋二次＋

ピーク応力

ⅣＡＳ 2･Ｓｍ 3･Ｓｍ
＊１

3・Ｓｍ
＊２

地震動のみに

よる応力振幅

について評価

する。

地震動のみによ

る疲労解析を行

い，運転状態Ⅰ，

Ⅱにおける疲労

累積係数との和

が1.0以下である

こと。

＊１：ただし，ねじりによる応力が0.73・Ｓｍを超える場合は，曲げとねじりによる
応力について2.4･Ｓｍとする。

＊２：3･Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-
3300(同PVB-3313を除く)又はPPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の簡易弾塑性
解析を用いる。

配管本体の応力算定式の例 許容値の例
JEAG４６０１による基準地震動Ｓｓに対するクラス１管の許容応力

【凡例】
ⅣAS ：地震により生じる応力に対する許容応力
Ｓm ： 設計応力強さ（設計・建設規格 付録材料図

表 Part5表1に規定される値）
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（参考）東海第二発電所 基準地震動等の最大加速度

基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS方向 EW方向 UD成分

Ｓｓ-D１ 応答スペクトル手法による基準地震動 870 560

Ｓｓ-１１ F１断層、北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（M7.8）
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1） 717 619 579

Ｓｓ-１２ F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（M7.8）
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2） 871 626 602

Ｓｓ-１３ F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（M7.8）
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3） 903 617 599

Ｓｓ-１４ F１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動による地震（M7.8）
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2） 586 482 451

Ｓｓ-２１ 2011年東北地方太平洋沖型地震
（短周期レベルの不確かさ） 901 887 620

Ｓｓ-２２ 2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 1009 874 736

Ｓｓ-３１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 610 280

地震動
最大加速度（cm/s2）
水平成分 UD成分

EL CENTRO／TAFT／IBARGI 180＊ ―

【建設時】

【新規制基準】

＊安全上特に重要な施設（格納容器等）については，270cm/s2を適用
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21．外部電源の送電線・送電鉄塔・開閉所に対する地震対策，ガス絶縁開閉装置の耐震性

外部電源系統の地震による影響評価及び耐震性向上の対策

○東海第二発電所では，地震により外部電源系統＊１から受電できない場合でも，所内に設置した耐震
性の高い複数の非常用電源や代替電源により，原子炉等の安全を確保するための設備に給電可能

＊1 当該発電所外の他の発電所，変電所，送電鉄塔・送電線等で構成される送配電網

○東海第二発電所では，基準地震動に対する耐震性を担保していない外部電源系統（開閉所設備等）
＊２に対しては，大きな地震の発生時には受電できない可能性があるが，地震時の外部電源の信頼
性を高め，また外部電源が一旦喪失しても復旧をできるだけ早める観点から，耐震性向上の取り組
みを行っている。 ＊2 耐震重要度分類上のCクラスに区分（一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設）

（1） 所外より発電所につながる変電所設備，送電鉄塔等の地震に対する耐性の確認と対策

・発電所に繋がる変電所設備や送電鉄塔の設置地盤の地震に対する耐性が高いことを確認

・発電所に繋がる複数系統の送電鉄塔・電線路の経路の配置より，仮に1つの鉄塔が倒壊しても，すべて
の送電線が同時に機能喪失しないように，電線路間の水平距離（離隔）を確保

（2） 発電所内で外部電源を受電する開閉所設備等の地震に対する耐性の確認と対策

・発電所の開閉所設備を気中開閉所から，より耐震性の高いガス絶縁開閉装置に変更

・発電所の開閉所の基礎やケーブル洞道等の地震に対する耐性が高いことを確認

ガス絶縁開閉装置への設備変更

鉄塔基礎の安定性評価

発電所敷地周辺の鉄塔配置

<

別
紙
参
照>
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21．外部電源の送電線・送電鉄塔・開閉所に対する地震対策，ガス絶縁開閉装置の耐震性

＜別紙＞保安電源設備の規制概要（第３３条）と東海第二発電所の対応

１ 発電用原子炉施設は，重要安全施設がその機能を維持するために必要となる電力を当該重要安全施設に供給するため，電力
系統に連系したものでなければならない。

４ 設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線は，それぞれ互いに独立したものであって，当該設計基準対象施
設を電力系統に連系するものでなければならない。

５ 前項の電線路のうち少なくとも一回線は，設計基準対象施設において他の回線と物理的に分離して受電できるものでなければ
ならない。

６ 設計基準対象施設に接続する電線路は，同一の工場等の二以上の発電用原子炉施設を電力系統に連系する場合には，いず
れの二回線が喪失した場合においても電力系統からこれらの発電用原子炉施設への電力の供給が同時に停止しないものでな
ければならない。

275kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社
東海原子力線）１ルート２回線及び154kV送電線
（東京電力パワーグリッド株式会社村松線・原子
力１号線）１ルート１回線で電力系統に連系した
設計とする。

東京電力パワーグリッド株式会社東海原子力線
２回線及び村松線・原子力１号線１回線は，同一
の送電鉄塔に架線しないよう，それぞれに送電
鉄塔を備える設計であることを確認している。

275kV送電線は，東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所に連系する。
154kV送電線は，東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所に連系する。

これらの送電線は１回線で発電所の停止に必要
な電力を供給し得る容量とされ，いずれの２回線
が喪失しても，発電用原子炉施設が外部電源喪
失に至らない構成であることを確認している。＊

別の送電鉄塔

* 275kV送電線の送電容量：約1,138MW（１回線当たり）及び
154kV送電線の送電容量：約269MWは，それぞれ
非常用ディーゼル発電機容量（１基）：5.2MW以上を確保

村松線・
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＜別紙＞ 保安電源設備の地震に対する耐性確認と耐震性向上 （1／6）

（1） 所外より発電所に繋がる送電設備，送電鉄塔等の地震に対する耐性の確認と対策
・発電所に接続する送電・変電所設備や送電鉄塔の設置地盤の地震に対する耐性が高いことを確認

逆T字型基礎における地盤崩壊
による鉄塔傾斜，倒壊

鉄塔を巻込んだ地すべりによる
鉄塔傾斜，倒壊

線路名
鉄塔
基数

現地の調査による確認基数 対応必要
基数盛土 地すべり 急傾斜地

275kV 東海原子力線 44基 2基 0基 3基 0基

154kV 原子力１号線 8基 0基 0基 0基 0基

154kV 村松線 28基 0基 0基 2基 0基

出典：経済産業省原子力安全・保安院報告「原子力発
電所及び再処理施設の外部電源における送電
鉄塔基礎の安定性評価について
（平成24年2月17日，東京電力株式会社）」）

盛土の崩壊に伴う土塊の流れ込み
による鉄塔傾斜，倒壊

○2011年の東北地方太平洋沖地震では，東海第二発電所の外部電源が一時的に失われたが，
東海第二発電所に接続する変電所までの各送電鉄塔に傾斜・倒壊等は生じていない。

〇各送電鉄塔の基礎の安定性を評価するため，盛土の崩壊，地滑り，急傾斜地の土砂崩壊を対象に，
図面等による机上調査を基に，地質専門家による現地の調査を行い，各鉄塔基礎の安定性に悪影響
がないことを確認している。
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＜別紙＞ 保安電源設備の地震に対する耐性確認と耐震性向上 （2／6）

（1） 所外より発電所に繋がる送電設備，送電鉄塔等の地震に対する耐性の確認と対策

・発電所に接続する送電・変電所設備や送電鉄塔の設置地盤の地震に対する耐性が高いことを確認

○東海第二発電所に変電所から接続する送電線（東海原子力線（275kV） ＊１ ）＊２の碍子の
耐震性向上対策として，より耐震性の高い碍子への取り替えが実施されている。

長幹支持碍子

有機碍子

設備変更

＊1：2011年の東北地方太平洋沖地震にて，長幹支持碍子の損傷が発生している。

＊2：発電所に接続する別の送電系統である，村松線・原子力１号線（154kV）には長幹支持碍子は使用されていなかった。

○東海第二発電所に接続している那珂変電所及び茨城変電所は，重心が低く，耐震性の高いガ
ス遮断器＊３が採用されていることを確認している。

＊3：JEAG5003-2010「変電所等における電気設備の耐震設計指針」に基づいた評価が実施されており，設計上の裕度を確認している。

出典：総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会資料 「東北地方太平洋沖地震におけるジャンパ
支持V吊長幹支持がいし装置の折損原因分析結果について（平成23年12月27日，東京電力株式会社」）を基に一部加筆

注 碍子の拡大図はイメージ

磁器製
FRPやシリコンゴムを使用
軽量かつ衝撃に強い



地震対策-412

21．外部電源の送電線・送電鉄塔・開閉所に対する地震対策，ガス絶縁開閉装置の耐震性

＜別紙＞ 保安電源設備の地震に対する耐性確認と耐震性向上 （3／6）

〇275kV東海原子力線No2鉄塔－154kV原子力1号線
No5 鉄塔間が両電線路の近接箇所

第１図 外部電源送電線ルート

第2図 発電所敷地周辺の鉄塔配置

（1） 所外より発電所につながる変電所設備，送電鉄塔等の地震に対する耐性の確認と対策

・発電所に繋がる複数系統の送電鉄塔・電線路の経路の配置より，仮に1つの鉄塔が倒壊しても，すべての
送電線が同時に機能喪失しないように，電線路間の水平距離（離隔）を確保

〇今後，154kV原子力1号線 No5鉄塔を
275kV東海原子力線 No2鉄塔の
倒壊範囲外へ移設

〇この対策により，仮に１つの鉄塔が倒壊しても，すべての送電線が同時に機能喪失しない，
電線路間の水平距離を確保可能



地震対策-413

21．外部電源の送電線・送電鉄塔・開閉所に対する地震対策，ガス絶縁開閉装置の耐震性

＜別紙＞ 保安電源設備の地震に対する耐性確認と耐震性向上 （4／6）

 ガス絶縁開閉装置は，構造上，気中開閉所
機器よりも重心が低く，より耐震性が高い。

 コンパクトな配置が可能であり，
メインテナンス性も良い。

気中開閉所（取替前）

気中開閉所（取替前）

275kV
東海原子力線

M/C 2EM/C 2A-2 M/C 2A-1 M/C 2B-2 M/C 2B-1

154kV
村松線・原子力１号線 外部

電源

那珂変電所 茨城変電所

275kV開閉所 154kV開閉所

[対策例] 154kV開閉所 ガス絶縁開閉装置（取替後）

（2） 発電所内で外部電源を受電する開閉所設
備等の地震に対する耐性の確認と対策

・発電所の開閉所設備を気中開閉所（取替前）から
より耐震性の高いガス絶縁開閉装置に変更

変更済

設備変更実施中



地震対策-414

21．外部電源の送電線・送電鉄塔・開閉所に対する地震対策，ガス絶縁開閉装置の耐震性

＜別紙＞ 保安電源設備の地震に対する耐性確認と耐震性向上 （5／6）

○東海第二発電所の従来設備の気中開閉所（275kV東海原子力線，154kV村松線・原子力１号線）は
耐震重要度分類上のＣクラスとしての耐震性を十分確保していたが，外部電源系統の信頼性を高め
るため，より耐震性の高いガス絶縁開閉装置に取り替えを実施している。

○気中開閉所及びガス絶縁開閉装置について，JEAG5003-2010「変電所等における電気設備の耐震
設計指針」に基づいた耐震評価を行い，気中開閉所に比べてガス絶縁開閉装置は，より設計上の
裕度が増加したことを確認している。

照査項目 耐震裕度＊ 評価部位

275kV超高圧開閉所
気中遮断器

1.32 ｹｰﾌﾞﾙヘッド

154kV特別高圧開閉所
気中遮断器

1.31 避雷器碍子

開閉所設備の耐震評価結果（従来設備）

照査項目 耐震裕度＊ 評価部位

275kV超高圧開閉所
ガス絶縁開閉装置

2.24 遮断器脚部

154kV特別高圧開閉所
ガス絶縁開閉装置

1.79 基礎ボルト

開閉所設備の耐震評価結果（取替後）

設備変更

＊過去の地震データをほぼ包含するよう機器下端に3m/s２共振正弦3波
を入力した動的解析。1以上であれば耐震性を満足する。

ブッシング

変流器 ガス遮断器

計器用変圧器

線路用接地
開閉器

避雷器 線路用断路器 作業用接地開閉器

変流器

主母線断路器・
作業用接地開閉器 主母線断路器

基礎
ボルト

遮断器脚部

ｹｰﾌﾞﾙヘッド

避雷器碍子
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21．外部電源の送電線・送電鉄塔・開閉所に対する地震対策，ガス絶縁開閉装置の耐震性

＜別紙＞ 保安電源設備の地震に対する耐性確認と耐震性向上 （6／6）

＊沈下量が1cm未満であり不等沈下によるケーブル性能への影響は生じない。

（2） 発電所内で外部電源を受電する開閉所設備等の地震に対する耐性の確認と対策

・発電所の開閉所の基礎やケーブル洞道等の地震に対する耐性が高いことを確認

○東海第二発電所の開閉所の基礎の設置地盤の支持性能，開閉所から原子炉建屋等へ繋がる
ケーブル洞道等の設置地盤の支持性能及び不等沈下量を評価し，耐震Ｃクラスで適用する地震
力に対して設置地盤は十分な支持性能があることを確認している。

開閉所，ケーブル洞道及びケーブルトラフの配置

照査項目
（最大接地圧）

評価値 評価基準値 判定

①275kV超高圧
開閉所

434 (kN／本) 2,629 （kN／本) ○

②154kV特別
高圧開閉所

62 (kN／m２) 192 (kN／m２) ○

③ｹｰﾌﾞﾙ洞道 162 (kN／m２) 372 (kN／m２) 〇

④ｹｰﾌﾞﾙﾄﾗﾌ 32 (kN／m２) 640 (kN／m２) 〇

＜

＜

＜

＜

開閉所基礎，ケーブル洞道・トラフの支持性能の評価結果

ケーブル洞道
（275kV超高圧開閉
所～ﾀｰﾋﾞﾝ建屋間）

ケーブルトラフ
（154kV特別高圧開閉
所～原子炉建屋間）

判定

最大沈下量 9.5㎜ 1.7㎜ ○＊

ケーブル洞道及びケーブルトラフの最大沈下量の評価結果



地震対策-416

22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（1／14）

・ブローアウトパネル閉止装置は，ブローアウトパネル開放後に原子炉建屋原子炉棟の機能確保の観
点から設置する。当該設備は地震後において動作可能であることを要求されることから，加振試験を
用いて健全性を確認した。

原子炉建屋６階 原子炉建屋５階

ブローアウトパネルの配置 ブローアウトパネル閉止装置加振試験装置

約
6
.5
m

約14.7m
X Y

Z

扉
BOP開
口部

●加振試験の実施について

【加振試験内容】
➢基準地震動SS後においても，作動性及び扉閉止後の
気密性を保持できることを確認する。

➢加振試験では鉛直方向と水平2方向の3軸（X/Y/Z)
同時に加振した。（開状態，閉状態それぞれについて）

➢加振試験は，防災科学研究所（E-ディフェンス，最大
積載量1200ｔ）にて実施した。

➢試験体は実機と同じ構造・サイズを用いた。



地震対策-417

22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（2／14）

 試験体は、幅 11 m×高さ 6 m 架台を含めた試験体の総重量約 90 ton 扉本体重量約 2 ｔｏｎ
 扉は，上下のガイドローラにより面外方向をガイドし，ハンガーローラを介してハンガーレールに吊
り下げられた構造

 閉止時にプッシュローラにより扉に取り付けているテーパーブロック部を押し込むことにより，扉を
建屋側に押し付け，気密性を高めるよう工夫

 電動機の回転をチェーンにより開閉方向の動作に変換を行い扉を開閉
 扉は、人力による開閉操作も可能な構造とする

幅約11m×高さ 約6m

上図の重量 約 6.5t

扉部の重量 約 2t
約11m

約6m

ブローアウトパネル閉止装置の構造（概要図）

●ブローアウトパネル閉止装置（試験体）の構造概要

Z

X Y
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（3／14）

加振時
扉状態

試験日 加振条件 試験体下端の計
測結果の最大加
速度

チェーン
補強有無

チェーン
破損有無

扉状態 閉機能
(電動）

開機能
（電動）

備考

開

H30.6.20 レベル３
（1.0Ss）

面外X：1.51G
面内Y：1.56G
鉛直Z：1.64G

無 ・破損
（開側）

・有
（破損は扉
を開ける側）

・無
（破損は扉
を開ける側）

H30.6.22 レベル４
（1.1Ss）

面外X：1.56G
面内Y：1.57G
鉛直Z：1.72G

有 ・破損
（開側）

・有
（破損は扉
を開ける側）

・無
（破損は扉
を開ける側）

閉

H30.6.20 レベル２
（0.6Ss）

－ 無 ・破損なし ・扉は完全閉状
態から開方向に
52mm移動

・有 ・有

H30.6.21 レベル３
（1.0Ss）

面外X：1.41G
面内Y：1.60G
鉛直Z：1.60G

無 ・破損
（閉側）

・扉は完全閉状
態から開方向に
約300mm移動

・喪失
（破損は扉
を閉じる側）

・有
（破損は扉
を閉じる側）

レベル４
（1.1Ss）

面外X：1.43G
面内Y：1.58G
鉛直Z：1.62G

有 ・破損なし
（チェーン
全体で
38mmの伸
び確認）

・扉は完全閉状
態から開方向に
約85mm移動

・有 ・有

 チェーンが破損すると，1.0Ssで開閉機能を喪失する可能性がある
 扉のズレ（開放）については，中央制御室運転員の被ばく評価に影響する可能性がある

●加振試験（1回目）の結果

試験の結果，チェーンの破損及び変形，並びに扉の移動（静止位置からのズレ）が認められた。

：異状が発見された項目

対策を検討し，再試験を実施した
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（4／14）

電動駆動用チェーンの一部が破損した。破損個所は，扉全開又は全閉時にガイド用歯車（スプロケット）とのチェーン
端部までの距離が短い側(扉開状態では開放側が破損，扉閉状態では閉止側が破損）

①モータが時計
方向に回転

②チェーンはモータ回転
方向に引っ張られる

③扉はチェーンとともに
閉側にスライド

③扉はチェーンとともに
開側にスライド

①モータが反時計
方向に回転 ②チェーンはモータ回転

方向に引っ張られる

扉開閉のメカニズム

扉閉状態 レベル４加振後のチェーンの状態(6月21日）
（端部近傍の3つのピンについて廻り止め溶接を実施した結果，
チェーン破損はなかったが，約38mm（新品全長は約6m）の
伸びが確認された）

「開」レベル３，４加振時の
破損位置（開放側）

「閉」レベル３加振時
の破損位置（閉止側）

扉開状態 レベル４加振後のチェーンの状態(6月22日）
（端部近傍の3つのピンについて廻り止め溶接を実施し
た結果，廻り止め溶接を実施していないチェーンに破損
を確認）

BOP開口部

●チェーンの損傷状況（1/2）

Z

X Y
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（5／14）

チェーンの伸び箇所とギア等との位置関係を調査した結果、寸法測定の結果から、エンドボルト側から１７リンク目ま
でが伸びが大きいことが分かった。

①②③④⑤
⑥
⑦

⑧
⑨
⑩

⑪
⑫
⑬
⑭

⑮
⑯ ⑰⑱

⑲

エンドボルト

チェーンガイド

モータ

スプロケット

減速機

20リンク位置
⑳

チェーン健全時の設置状況（扉閉側）

チェーンの伸び測定記録 （単位：mm）

●チェーンの損傷状況（2/2）
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（6／14）

本事象は，加振試験により発生したスライド方向の慣性力が扉と一体になってるチェーンガイド等を伝達してチェーン
に荷重が加わり，モータのスライド方向支持による反力によって，チェーンに過大な引張荷重が発生し，チェーンが塑
性変形したものと推定した。また，扉が閉状態を維持できない事象については，チェーンの塑性変形に加え，各部のガ
タツキによるものと推定した。

＜チェーンの破損メカニズム＞

＜荷重伝達経路を構成する部品の強度評価＞

ピン
ブッシュ

ローラ

外プレート 内プレート

①チェーンに引張荷重が作用

穴径拡大 穴径拡大

穴径拡大

②引張荷重により，プレート穴部が
塑性変形し，穴径が拡大

曲がり 曲がり

ピン，ブッシュ抜け

③プレート穴の拡大により，ピン及びブッ
シュが抜け，チェーンが破損

⇒強度評価の結果， 荷重伝達経路の中でチェーンが一番
発生荷重に対する強度上の裕度が低い

強度評価結果

引張荷重

【凡例】
：開閉方向に対し，垂直方向の
：慣性力
：スライド方向（開方向）の慣性力
：スライド方向（閉方向）の慣性力
：固定部
：稼働部

チェーン ハンガーローラ

プッシュローラ面外方向支持

チェーンガイド

架台に
固定されている
部材

①スライド方向（開方向）
の慣性力

④チェーンに引張荷重が作用

ハンガーレール

モータ

メカストッパー

③モータの抵抗によってチェーンの荷重を支持

②扉とチェーンガイドが
一体で移動し，
チェーンガイドが
チェーンに荷重を伝達

エンドボルト

扉と一体
になっている
部材

架台

⑤チェーンの破損

＜荷重伝達経路（扉閉状態における加震試験時）＞

①スライド方向（閉方向）
の慣性力

②メカストッパーに
慣性力が作用

③メカストッパーに
よって荷重を支持

閉方向支持

●チェーンの損傷原因

Z

X Y
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（7／14）

チェーン破損
（伸び含む）

発生荷重に対するチェ
ーンの耐力不足

チェーンに対する過大
な荷重の発生

チェーンの不良 ×：品証上問題なし

対応案の検討の方向性（別紙参照）
①慣性力による荷重に耐えるチェーン対策（駆
動系含む）

②チェーン部の荷重低減対策
③地震時による扉移動時の抑制

●チェーン損傷対策の方針

【対策案①】
チェーン等の材質を高強度で耐候性を有するものに変更

【対策案②～③】
閂の追設。詳細は次ページ以降にて説明

かんぬき
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（8／14）

・地震時に発生する扉の慣性力を負担する閂を追加した。
・遠隔操作時は，電動機により閂（ピンク色）を持ち上げ，扉が所定位置まで移動し，その後，電動機により閂を下げ
ることにより，扉側の閂受け（青色）に閂を差し込む構造とする。
・人力による手動操作も可能な構造とする。（下図のウインチによる方法は一例であり、設計進捗により変更の可能
性がある。）

閂作動前 閂作動後

閂のリミットスイッチ
ウインチ

ウインチ

扉開状態

扉開側閂解除

扉移動（閉止）

扉閉側閂持上げ 扉閉止

扉閉側閂挿入

扉閉状態 扉移動（開放）

扉開側閂持上げ 扉開放

扉開側閂挿入扉閉側閂解除

扉閉止時の動作フロー 扉開放時の動作フロー

●チェーン損傷対策：閂の追設（1/2）

Z

X Y

かんぬき

かんぬき かんぬき

かんぬき かんぬき

かんぬき

かんぬき かんぬき

かんぬき
かんぬき

かんぬき

かんぬきかんぬき

かんぬき

チェーン損傷対策の方針のうち②～③の対策
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（9／14）

扉開側（閂挿入状態）

閂構造の概要

扉閉側（閂挿入状態）

●チェーン損傷対策：閂の追設（2/2）

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（10／14）

閂を追設した閉止装置の耐震性について，以下の試験を実施し，良好な結果を得た。
（予備試験及び本試験の詳細は後述）

区分 扉状態 試験項目 目的／試験内容
閂
有無

H30.
7.26

H30.
7.25

H30.
7.26

H30.
7.31

要素試験
（閂単体）

開
加振試験1.0Ss
・閂作動確認

加振後の閂動作確認 有 良好 － － －

気密性能確認
（加振無）

閉 気密性能試験
気密性能確認（閂間隙を考慮し扉
位置を変えて実施）

有 － 良好 － －

加振試験
（予備試験）

開
加振試験1.0Ss※

・作動確認
・気密性能試験

・加振→扉閉操作（閂含む）
→気密性能確認
・電動での扉開閉確認（閂含む）
・手動での扉開閉確認（閂含む）

有 － － 良好 －

閉
加振試験1.0Ss※

・作動確認
・気密性能試験

・加振→気密性能確認
・電動での扉開閉確認（閂含む）
・手動での開閉操作（閂含む）

有 － 良好 － －

加振試験
（本試験）

開
加振試験1.0Ss※

・作動確認
・気密性能試験

・加振→扉閉操作（閂含む）
→気密性能確認
・電動での扉開閉確認（閂含む）

有 － － － 良好

閉
加振試験1.0Ss※

・作動確認
・気密性能試験

・加振→気密性能確認
・電動での扉開閉確認（閂含む）
・手動での開閉操作（閂含む）

有 － － － 良好

●再試験（チェーン損傷対策後）

かんぬき かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

かんぬき

※前回試験にて計測した加速度が設計加速度以上であることを確認できたことから，再試験は1.0Ssのみで実施。
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（11／14）

閂を設置した結果，チェーン破損はなく，扉開放等の不具合は認められなかった。また，新たに設置した閂についても
擦れ跡が確認されたが，割れや変形等の異常は確認されなかった。

擦れ跡
（閂が差し込まれた状態
で加振される場合，閂ピ
ンと扉の閂受けが接触
するため発生）

試験日
試験条件 外観目視点検結果 備考

扉 加振 チェーン 扉開閉止 閂 その他部位 チェーン伸び

H30.7.26 開
1.0Ss

（予備試験）

破損なし 異常なし
異常なし
（擦れ跡有）

異常なし

約4ｍｍ

H30.7.25 閉 破損なし 異常なし
異常なし
(擦れ跡有）

異常なし

H30.7.31 開
1.0Ss
（本試験）

破損なし 異常なし
異常なし
(擦れ跡有）

異常なし

約1ｍｍ

H30.7.31 閉 破損なし 異常なし
異常なし
（擦れ跡有）

異常なし

＜チェーンの伸びについて＞
・チェーンは組立歪と初期なじみにより初期伸びが発生する。
・今回の試験で測定されたチェーンの伸びは，全長（約6m）の0.05
％程度であり，メーカの製造実績も踏まえると初期伸びに相当す
るものであり，異状ではないと判断した。

●再試験結果（1/3）

＜チェーンの損傷，伸び＞

かんぬき

かんぬき

かんぬき
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（12／14）

・扉及び閂の作動時間／電流値が判定基準以内であることを確認した。
・扉及び閂のシリンダの電動機を含む駆動系に異常のないことを確認した。

試験日

試験条件

閂位置

電動 手動

扉 加振

押上時 挿入時

押上時 挿入時作動時間
（15秒以内）

電流
（2.1A以内）

作動時間
（15秒以内）

電流
（2.1A以内）

H30.7.26 開
1.0Ss

（予備試験）

扉開側 良 良 良 良 異常なし 異常なし

扉閉側 良 良 良 良 異常なし 異常なし

H30.7.25 閉
扉開側 良 良 良 良 異常なし 異常なし

扉閉側 良 良 良 良 異常なし 異常なし

H30.7.31 開
1.0Ss
（本試験）

扉開側 良 良 良 良 － －

扉閉側 良 良 良 良 － －

H30.7.31 閉
扉開側 良 良 良 良 異常なし※ 異常なし※

扉閉側 良 良 良 良 異常なし※ 異常なし※

試験日

試験条件 電動

手動
扉 加振

開放→閉止 閉止→開放

作動時間
（120秒以内）

電流
（7.48A 以内）

作動時間
（120秒以内）

電流
（7.48A 以内）

H30.7.26 開
1.0Ss（予備試験）

良 良 良 良 開→閉 異常なし

H30.7.25 閉 良 良 良 良 閉→開 異常なし

H30.7.31 開
1.0Ss（本試験）

良 良 良 良 －

H30.7.31 閉 良 良 良 良 開→閉 異常なし※

【閂の作動試験】

【扉の作動試験】

※電動による確認結果に異常はなく省略可能であるが，念のため確認

●再試験結果（2/3）
＜扉及び閂作動試験（電動／手動）＞

※電動による確認結果に異常はなく省略可能であるが，念のため確認

かんぬき

かんぬき

かんぬき
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（13／14）

●再試験結果（3/3）

今回の再試験前に新しいパッキンに取替えを行い，気密性能を確認した結果，加振試験前後での通気量の大きな増
加は認められず，加振後においても，気密性が確保できることを確認した。

試験日
試験条件 通気量[m3/h・m2]

（ Pa時）※
備考

【参考】第1回試験
通気量[m3/h・m2]扉 加振

H30.7.25 閉 初期状態
0.28
0.28
0.32

・閂穴の間隙による扉移動(最大±5㎜）を考慮し
て試験実施
・数値は上から扉停止位置，閉側に5㎜移動させ
た位置，開側に8㎜（設計最大量5㎜+保守的に3
㎜）移動させた位置での試験結果

0.25
－
－

H30.7.26 開 1.0Ss
（予備試験）

0.28 加振後に扉を閉止し試験 0.25

H30.7.25 閉 0.32 扉閉状態での加振後の状態で試験 －

H30.7.31 開 1.0Ss
（本試験）

0.28 加振後に扉を閉止し試験 0.26

H30.7.31 閉 0.35 扉閉状態での加振後の状態で試験 0.26

●再試験結果（3/3）

＜気密性能試験＞

かんぬき

※目標値は Paにおいて m3/h･m2以下
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22．ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果

ブローアウトパネルに係る加振試験の再試験結果について（14／14）

 気密性能試験は，ＡＳＴＭ Ｅ283-04※に準じた試験装置を使用

 排風機により試験容器内の空気を排出し， 試験容器内外に圧力差を生じさせ，試験体のパッキンを通過した空気
量を測定

q＝Q’/A

ｑ ： 通気量（m3／h・m2）
A ： 試験体の内のり面積（m2）

Q’： 通過した空気量（20℃，1,013hPa換算値）（m3／h） Q’ ൌ Q ൈ ୔
ଵ଴ଵଷ

ൈ ଶ଻ଷ＋ଶ଴
ଶ଻ଷ＋୘

Q : 通過した空気量（試験時） Q ൌ V ൈ S ൈ 3600
P ： 試験容器内の気圧（hPa）
T ： 試験時の空気温度（℃）
V ： 風速計により測定した風速（m/s）
S : 風量測定管の断面積 (m2）

 試験体の設計目標は，JIS A４等級（ Paにおいて m3/h･m2)以上

試験体の内のり寸法図 試験装置概要図 排風機及び風速計設置状況

パッキン

内のり寸法

内のり面積 約 21m２ 排風機能力
最大3,000m ３／h

体積 約17m３

風速計

排風機

【参考】気密性能試験について

※：Test Method for Determining the Rate of Air Leakage through Exterior Windows, Curtain Walls and Doors
Under Special Pressure Differences Across the Specimen


